


ごあいさつ 

 

長崎市では、子ども・子育て支援法に基づき平成 27 年度から令和元年度までの５年間を計画期

間とする「長崎市子ども・子育て支援事業計画」（第１期計画）を策定し、幼児期の教育・保育及

び地域子ども・子育て支援事業の提供体制の充実を図るとともに、母子保健、児童虐待等の防止、

ひとり親家庭への支援などの施策を推進し、長崎市が「安心して子どもを生むことができ、子ど

もたちが健やかに育つことができるまち」となるよう取り組んできました。 

この間、保育所などの量の確保と質の向上、放課後児童クラブなどの地域子ども・子育て支援

事業において、一定の成果を得ることができましたが、共働き世帯の増加などにより、今後ます

ます子育て家庭のニーズは多様化していくことが予想されます。 

このことから、第１期計画の施策を今後の状況に対応していけるよう見直すとともに、将来の

子育てのあり方を見据えて、「子どもをみんなで育てる 子育てしやすいまち」を基本理念として

掲げ、新たな施策として地域や職場、商店街など、まち全体で子育てを応援する取組みや、子ど

もが遊び、学ぶ場を充実する取組みなどを盛り込んだ「第２期長崎市子ども・子育て支援事業計

画（計画期間：令和２年度～令和６年度）」を策定しました。 

この計画に基づき、長崎市がさらに子育てしやすいまちとなることをめざし、しっかり取り組

んでまいります。 

 最後に、この計画の策定にあたり、多大なご尽力を賜りました「長崎市社会福祉審議会児童福

祉専門分科会」の委員の皆様をはじめ、市民意向調査やパブリック・コメントなどにより貴重な

ご意見をお寄せいただいた皆様に、心からお礼を申し上げます。 

 

令和２年（2020 年）３月 長崎市長  田上 富久 
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Ⅰ 計画策定の背景 
 

長崎市においては、2015（平成27）年3月に長崎市子ども・子育て支援事業

計画（計画期間：2015（平成27）年度～2019（令和元）年度）を策定し、「安

心して子どもを生み育て、子どもが健やかに育つまち」を実現するために、子ど

も・子育て支援の充実に取り組んできました。 

この計画が2019（令和元）年度をもって計画期間が満了となることから、市

民からの子育て支援に関するニーズ調査を基に、本市の現状と課題を再度分析・

整理し、2020（令和2）年度から2024（令和6）年度までの5年間を計画期間

とする、「第2期長崎市子ども・子育て支援事業計画」を策定し、引き続き、子ど

も・子育て支援のさらなる充実に取り組みます。 

 

 

Ⅱ 計画の位置づけと性格 
 

１ 法的根拠と性格 

○ この計画は、子ども・子育て支援法第61条に規定する「市町村子ども・子

育て支援事業計画」であり、長崎市次世代育成支援後期行動計画を一部継承し

ています。 

○ この計画は、「長崎市総合計画」を上位計画とし、母子及び父子並びに寡婦

福祉法に基づく「ひとり親家庭等自立促進計画」、及び国の通知により策定が

定められている「母子保健計画」の内容を含みます。 

○ この計画は、長崎市障害福祉計画・長崎市障害児福祉計画など、長崎市の子

ども・子育て支援に関する事項を定めた、その他の計画と調和が保たれたもの

とします。 

 

２ 計画の期間 

令和2年度から令和６年度までの５か年とします。 
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Ⅲ 長崎市の子どもと子育て家庭の現状 
 

１ 人口 

○ 長崎市の人口は年々減尐傾向にあり、年尐人口（０～14歳）も減尐傾向が続い

ており、全体の12％弱の割合で推移しています。 

○ 老年人口は年々増加し、全体の30％を超える割合になっています。 

 
≪長崎市の年齢３区分別人口の推移（各年 10 月１日現在）≫ 

 
【資料：「国勢調査」、「長崎市統計年鑑」】 

 

≪長崎市の年齢３区分別人口割合の推移≫ 

 
                              

  【資料：「国勢調査」、「長崎市統計年鑑」】 
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     ≪年少人口割合の比較≫ 

 
 

【資料：「国勢調査」「長崎市統計年鑑」「長崎県勢要覧」総務省「推計人口」】 

 

 

２ 出生数と合計特殊出生率 

〇 長崎市の子どもの出生数は、平成26年には3,300人を下回り、その後も減少が

続いています。 

○ 合計特殊出生率1は、平成３０年は1.４８となり平成２７年以降、全国平均を上回

っているものの、県平均よりも低い水準にあります。 

 
     ≪長崎市の出生数と合計特殊出生率≫ 

 

 

 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                      【資料：「長崎市統計年鑑」、「長崎市の保健行政」】 

                                                  
1 合計特殊出生率：15～49歳の女性の年齢別出生率を合計したもので、１人の女性が仮にその年次の年齢別出生率と同じ確率で出産

するとした場合に、一生の間に生むと想定される子どもの数に相当します。 
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     ≪合計特殊出生率の比較≫ 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【資料：「長崎市の保健行政」】 

 

３ 世帯 

○ 単独世帯の増加に伴い、核家族世帯、その他の世帯の割合が減尐しています。 

○ 世帯総数は増加していますが、子どもがいる世帯数は減尐しています。 

 

 
     ≪長崎市の世帯状況≫ 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【資料：「国勢調査」】 
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     ≪長崎市の子どもがいる世帯の状況≫ 

 

 
 

【資料：「国勢調査」】 

 

４ 女性の就業状況 

○ 女性の就業率は上昇しており、女性の労働意欲の高まりや、共働き世帯の増加な

どが進んでいることがうかがえます。 

○ 全体的にＭ字カーブを描いていますが、ゆるやかなカーブに変化してきています。 

 
     ≪長崎市女性の就業率≫ 

 
 

【資料：「国勢調査」】 
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５ 幼児期の教育・保育の状況 

  小学校就学前の児童数（０～５歳）は、毎年減尐傾向にあり、今後も減尐するこ

とが見込まれますが、共働き世帯の増加などにより、保育所等へ子どもを預けたい

というニーズは増加傾向にあります。 

  平成 27年度から平成30年度の間に、民間の保育所及び認定こども園の施設整

備、認定こども園への移行促進や定員変更等により定員枠が956人分増え、また、

待機児童については、他に利用可能な施設がある場合において、これまで、２箇所

以上の施設を希望している場合は待機児童としていましたが、特定の施設を希望し

て待機している場合には待機児童数には含めないこととしたこと、また、入所未決

定の保護者に対し、希望施設以外で入所可能な施設の情報を提供し入所につなげた

こと等により、保育所等待機児童は０人（平成31年４月1日現在）となりました。 

  しかしながら、年度途中の入所希望児童については、可能な限り受入れを行って

いるものの、地域によっては定員数が丌足していることや、入所希望の地域・施設

に偏りがあり、年度末に向けて待機児童が発生している状況です。 

  一方、幼稚園の在園児数は減尐しており、平成27年度から平成30年度の間に、

１号認定児童数は、340人減尐しています。 

  今後も、定員数の丌足が見込まれる区域については、民間の保育所及び認定こど

も園の施設整備や認定こども園への移行を促進する必要があります。 

 

≪就学前児童（0～5歳）の保育所・認定こども園（保育）利用状況（各年 4月 1日現在）≫ 
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≪保育所等の定員超過の状況（各年 4月 1日現在）≫ 

 
 

≪保育所等待機児童数（各年 4月 1日現在）≫ 

 
 

≪3～5歳児の幼稚園利用状況（各年 5月 1日現在）≫ 
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≪幼稚園の定員と児童数（各年 5月 1日現在）≫ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６ 放課後児童クラブの状況 

  小学校児童数（６～11 歳）は、毎年減尐しており、今後も減尐することが見込

まれますが、就学前児童の保育ニーズと同様に、放課後児童クラブのニーズも増加

しています。放課後児童クラブが未設置の校区は、平成 31 年 4 月１日現在、68

校区中6校区あります。 

  今後も増え続けるニーズに対応するため、定員を確保していく必要があります。 

≪放課後児童クラブの登録児童数（各年４月１日）≫ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

≪放課後児童クラブ設置小学校区数とクラブ数≫ 

年度 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31 

設置小学校区数 60 59 60 61 62 

クラブ数 90 クラブ 90 クラブ 92 クラブ 94 クラブ 96 クラブ 
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Ⅳ ニーズ調査結果 
 

【ニーズ調査の概要】 

調査の種類 就学前児童調査 小 学 生 調 査 

対 象 者 市内在住の就学前児童（0～5 歳） 市内在住の小学生（1～6 年生） 

回 答 者 保護者 

調査期間  平成 30 年 10 月 29 日～11 月 30 日 

実施方法  
住民基本台帳により無作為抽出し、保

育所、幼稚園等を通して、又は郵送によ

り配布し、郵送による回収 

小学校により無作為抽出し、学校を通し

て配布・回収 

配 布 数 7,000 3,000 

有効回収数 3,942 2,781 

有効回収率 56.3％ 92.7％ 

 

 〇 就学前児童（現在、定期的な教育・保育サービスを利用していない児童を除く）の平

日（月～金曜日）の定期的な教育・保育サービスの利用状況は、①認可保育所（51.4%）、

②認定こども園（30.3%）、③幼稚園（14.1%）となっています。 

〇 就学前児童の平日の定期的な教育・保育サービスの利用希望（第１希望）は、①認可

保育所（37.8%）、②認定こども園（33.2%）、③幼稚園（19.1%）となっています。 

≪定期的な教育・保育サービスの利用状況（就学前児童調査）≫ 

 

※「ｎ」とあるのは回答者数を表しています。比率は、尐数点第２位を四捨五入しているため、合計が100％になら

ない場合があります。 また、[複数]は回答を２つ以上選択してもよいものであり、比率の合計が100％にならな

い場合があります（以下、全てのニーズ調査結果において同様）。 
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≪平日の定期的な教育・保育サービスの利用希望（就学前児童調査）[複数]≫ 

 
 
 

〇 現在の小学生の放課後児童クラブの利用希望の状況と比較すると、就学前児童の保

護者が利用を希望する割合が高くなっています。 

≪低学年と高学年における放課後の居場所の希望（就学前児童調査）[複数]≫ 
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護者が利用を希望する割合が高くなっています。 

≪低学年と高学年における放課後の居場所の希望（就学前児童調査）[複数]≫ 
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≪放課後の居場所の現状と希望（小学生調査）[複数]≫ 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

Ⅴ 計画期間中の子どもの人口予測 
 

長崎市の０歳から11歳の子どもの数は、減尐することが見込まれます。 

 
（単位：人） 

年度 Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

０～５歳 計 18,248 17,558 17,067 16,561 16,046 

６～11 歳 計 19,907 19,671 19,366 19,026 18,661 

０～11 歳合計 38,155 37,229 36,433 35,587 34,707 

※平成30～31年の４月１日の住民基本台帱人口（外国人含む）による男女別１歳ごとの人口を用い

て、コーホート変化率法2により予測 

 

 

 

 

                                                  
2 コーホート変化率法：コーホートとは同時出生集団のことをいいます。同じ年齢のグループ、例えば、ある時点の３歳児のグループ

が、翌年、１年経って４歳になるまでの間に転入、転出あるいは死亡により変動した人口比を用いて人口の推計を行

う方法がコーホート変化率法です。なお、０歳児人口はコーホートが存在しないため、15～49歳の女性に対する

０歳の子ども（男児・女児）の割合（婦人子ども比）を用いて男女別・０歳人口を求めています。 
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Ⅵ 計画の基本理念、施策体系 
 
１ 基本理念 

 

『子どもをみんなで育てる 子育てしやすいまち』 
 

第２期の基本理念は、これまでの子ども・子育て支援に加え、地域や商店街など、ま

ち全体で子どもや子育てを応援してもらうことで、長崎市がさらに「子育てしやすいま

ち」となることを実現するため、上記のとおり定めます。 

 

２ 施策の体系 

 
【理念】      【基本施策】               【個別施策】 
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５ 母と子の健康への支援 

(1)生活の支援 

(2)経済的支援 

(3)就業の支援 

(1)妊娠・出産・育児への切れ目ない支援 

(2)子どもの健やかな成長への支援 

１ 幼児期の教育・保育の充実 

(1)ワーク・ライフ・バランスの推進 

(2)子育てと仕事の両立のための基盤整備 

(1)子育てに関する情報の収集・発信の充実 

(2)子育てに関する相談体制の充実 

(3)子育てを通した仲間づくりの推進 

(4)家庭の子育て力向上の支援 

(5)地域や商店街、職場などで子育てを応援 

する取組みの推進 

(6)子育てを総合的に支援するための拠点の 

整備 

(7)経済的支援の実施 

２ 地域子ども・子育て支援事業
の推進 

(1)地域子ども・子育て支援事業の実施 

４ 子どもの育ちへの支援 (1)子どもが遊び・学ぶ場の充実 

(2)子どもの安全対策の推進 

８ 障害児への支援 (1)障害児支援の充実 

６ 児童虐待等の防止 

(1)教育・保育施設等の適正な量の確保 

(2)教育・保育等の質の向上 

(1)虐待・いじめ等の発生予防 

(2)早期発見・早期対応への支援体制の充実 

９ 子育てと仕事の両立 

７ ひとり親家庭への支援 

３ 子育ての負担軽減 
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Ⅶ 教育・保育提供区域 
 

事 業 区 域 理  由 

教育・保育施設 16 

地理的条件や交通事情等を考慮して、一般的な移

動手段により、子どもと保護者が居宅からの移動

が容易な範囲である中学校区を基本単位とし、１

つ～３つの中学校区を併せて区域を設定する。 

延長保育事業 16 
保育所等における事業であるため、教育・保育施

設に準じる。 

一時預かり事業 16 
保育所等における事業であるため、教育・保育施

設に準じる。 

地域子育て支援拠点事業 
（子育て支援センター） 

16 
子どもと保護者が身近な地域で利用できるように

教育・保育施設に準じる。 

子育て援助活動支援事業 
（ファミリー・サポート・ 

センター） 

16 
保護者が身近な地域で利用できるように教育・保

育施設に準じる。 

病児・病後児保育事業 全市域 
利用者のニーズを把握し、必要に応じて配置を検

討するため全市域とする。 

放課後児童健全育成事業 

（放課後児童クラブ） 
小学校区 

対象児童が通学している小学校区内で利用できる

状態にするため小学校区とする。 

子育て短期支援事業 
（ショートステイ） 

全市域 

市外の施設を含め、５箇所で受け入れを行ってい

るが、今後、利用状況等をみながら、必要に応じ

て配置を検討するため全市域とする。 

妊産婦健康診査事業 全市域 
対象者が自らの状況に応じて、利用したい医療機

関を選択しているため全市域とする。 

乳児家庭全戸訪問事業 全市域 
乳児がいる全ての家庭を対象としているため全市

域とする。 

養育支援訪問事業 全市域 
支援を必要とする家庭を対象としているため全市

域とする。 

利用者支援事業 

【母子保健型】 
全市域 

全ての妊産婦等を対象としているため全市域とす

る。 

実費徴収に係る補足給付を

行う事業 
全市域 

幼稚園（新制度未移行）に通う低所得者世帯等が

給付の対象であり、地域の指定がないことから全

市域とする。 
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子ども・子育て支援事業計画における教育・保育提供区域（ 区域）

池島

⑮

外海

琴海

⑯

三重

⑭

⑬
小江原

⑪

横尾

滑石
岩屋

⑩

緑が丘

淵

⑨
三川

⑧

山里

江平
②

長崎

片淵

桜馬場

①

東長崎西浦上

日見

橘

⑫

福田

丸尾

西泊 ③梅香崎

大浦 小島

④

日吉

茂木

南

⑤

戸町

小ヶ倉

土井首
⑥

⑥

伊王島

香焼

深堀

高島

⑦

三和

野母崎
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- 15 - 
 

Ⅷ 計画の取組み・事業 
 
１ 幼児期の教育・保育の充実 

(1) 教育・保育施設等の適正な量の確保 

就学前児童の保護者が、希望に応じた教育・保育施設（幼稚園、保育所、認定こど

も園）等を利用できるよう、今後の量の見込みとその確保策を定めます。 

【量の見込みの考え方】 

保育（２号認定子ども（３～５歳児）及び３号認定子ども（０～２歳児））の量に

ついては、幼児教育・保育の無償化や共働き世帯の増加などにより、保育利用率が

伸びていくと見込んでおり、過去３年間の保育利用率（長崎市全体及び各区域）の

実績を基に、令和２年度から令和６年度の保育利用率が平均的に伸びていくものと

見込んでいます。 

教育（1 号認定子ども（３～５歳児））の量の見込みについては、３～５歳児の

99.4％（平成31年 4月 1日現在）が教育又は保育のいずれかの施設に入所してお

り、入所しない児童も一定数見込むと両施設への入所率は横ばいになると見込んで

おり、３～５歳児の数から、入所しない児童及び２号認定子どもの数を除いた児童

数が、1号認定子どもの数になると見込んでいます。 

その結果、保育利用の伸びと尐子化による児童数の減尐とが相殺され、保育の量

はほぼ横ばいで推移し、教育の量は減尐していくものと見込んでいます。 

【確保策の考え方】 

保育所等待機児童は、平成31年４月時点で解消しましたが、その後の保育ニーズ

に対応できるよう量の確保を図ります。 

○ 定員数の丌足が見込まれる区域については、令和６年４月には、全ての区域で

定員内保育を実現できる計画として策定します。 

○ 確保策は既存施設の活用を基本とします。 

Ⅰ 保育所等の整備、定員見直し等（保育所の新設を含む。）による定員増 

Ⅱ 幼稚園の活用（認定こども園への移行等） 

Ⅲ 認可外保育施設の認可保育所への移行 

○ １号が丌足する区域については、隣接区域等で確保することとします。 

○ 年度途中の保育需要の増加については、受け入れ体制がある施設においては、

定員を超えて一定数の入所を行うことにより弾力的に対応することとします。 

【認定こども園普及に係る基本的考え方】 

○ 認定こども園は、保護者の就労状況等によらず、柔軟に子どもを受け入れられ

るという特長があることから、供給を満たしている区域であっても、認定こども

園への移行は今後も進めます。 

○ 認定こども園の類型としては、幼保連携型を中心に移行を進めますが、地域や

施設の状況に応じて幼稚園型、保育所型もしくは地方裁量型への移行も進めます。 
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【産休・育休後の教育・保育施設等の円滑な利用の確保】 

○ 産休・育休明けにスムーズに教育・保育施設が利用できるよう前述の取組みを

進めます。 

【子育てのための施設等利用給付の円滑な実施の確保】 

○ 施設等利用費の給付方式について、保護者の経済的負担や利便性等を勘案し、

幼稚園（新制度未移行）の保育料等については現物給付により支給し、認可外保

育施設等の各種利用料については保護者からの請求のあった翌月に償還払により

支給しています。 

○ 特定子ども・子育て支援施設等に対して施設等利用費を支給する場合において、

資金繰りに支障を来すことの無いよう配慮し、現物給付により支給する保育料等

については、年2回、４月及び10月に、半年分を概算払しています。 

○ 特定子ども・子育て支援施設等の確認や公示、指導監督等の法に基づく執行や

権限の行使について、長崎県に対し、施設等の所在、運営状況、監査状況等の情

報提供、立入調査への同行、関係法令に基づく是正指導等の協力を、必要に応じ、

要請することとしています。 

【量の見込みと確保策】 

 ア 新制度における認定区分等 

認定区分 対 象 利用できる施設等 

１号認定 満３歳以上で保育の必要性がない子ども 幼稚園、認定こども園 

２号認定 満３歳以上で保育の必要性がある子ども 保育所、認定こども園 

３号認定 満３歳未満で保育の必要性がある子ども 
保育所、認定こども園、 

地域型保育 

 

イ 保育の必要性の認定事由 

① 就労 

② 妊娠・出産 

③ 保護者の疾病・負傷・障害 

④ 同居又は長期入院等している親族

の介護・看護 

⑤ 災害復旧 

⑥ 求職活動 

⑦ 就学（職業訓練校等における職業訓練を含む） 

⑧ 虐待、ＤＶ 

⑨ 育児休業をする際に、既に保育利用中

の子どもの継続利用が必要であると認

められること 

 

  

 

- 16 - 
 

【産休・育休後の教育・保育施設等の円滑な利用の確保】 

○ 産休・育休明けにスムーズに教育・保育施設が利用できるよう前述の取組みを

進めます。 

【子育てのための施設等利用給付の円滑な実施の確保】 

○ 施設等利用費の給付方式について、保護者の経済的負担や利便性等を勘案し、

幼稚園（新制度未移行）の保育料等については現物給付により支給し、認可外保

育施設等の各種利用料については保護者からの請求のあった翌月に償還払により

支給しています。 

○ 特定子ども・子育て支援施設等に対して施設等利用費を支給する場合において、

資金繰りに支障を来すことの無いよう配慮し、現物給付により支給する保育料等

については、年2回、４月及び10月に、半年分を概算払しています。 

○ 特定子ども・子育て支援施設等の確認や公示、指導監督等の法に基づく執行や

権限の行使について、長崎県に対し、施設等の所在、運営状況、監査状況等の情

報提供、立入調査への同行、関係法令に基づく是正指導等の協力を、必要に応じ、

要請することとしています。 

【量の見込みと確保策】 

 ア 新制度における認定区分等 

認定区分 対 象 利用できる施設等 

１号認定 満３歳以上で保育の必要性がない子ども 幼稚園、認定こども園 

２号認定 満３歳以上で保育の必要性がある子ども 保育所、認定こども園 

３号認定 満３歳未満で保育の必要性がある子ども 
保育所、認定こども園、 

地域型保育 

 

イ 保育の必要性の認定事由 

① 就労 

② 妊娠・出産 

③ 保護者の疾病・負傷・障害 

④ 同居又は長期入院等している親族

の介護・看護 

⑤ 災害復旧 

⑥ 求職活動 

⑦ 就学（職業訓練校等における職業訓練を含む） 

⑧ 虐待、ＤＶ 

⑨ 育児休業をする際に、既に保育利用中

の子どもの継続利用が必要であると認

められること 
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ウ 量の見込みと確保策（長崎市全体） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 

（２） 教育・保育等の質の向上 

【幼稚園教諭、保育士等への研修支援】 

幼稚園教諭、保育士、保育教諭が、教育と保育を一体的に提供する意義や課題を共

有できるよう、合同研修開催などへの支援を行います。[幼児課] 

【幼稚園教諭・保育士等の処遇改善、保育士の確保】 

国や県の制度の活用と市独自の補助により、幼稚園教諭や保育士、保育教諭の処遇

改善を促進するとともに、賃金の根幹となる公定価格の適正な設定について国に要望

していきます。 

また、保育士の確保について、働きやすい職場環境づくりへの支援を行うとともに、

長崎県が設置している「保育士・保育所支援センター」と連携して取り組みます。  

[幼児課] 

【幼稚園、保育所等の運営評価】 

幼稚園や保育所等の運営について、事業者による自己評価を行うとともに、第三者

評価の実施についても促進します。[幼児課] 

【幼稚園・保育所等と小学校の連携方策】 

幼児期の教育・保育と小学校教育との円滑な接続のため、幼保小の子どもたちの交

流と、職員の意見交換や合同研修の機会を設け、より緊密な幼保小連携に努めます。

[幼児課] 

【小規模保育事業と幼稚園・保育所等との連携方策】 

小規模かつ０～２歳児までの事業である小規模保育事業については、保育内容の支

援や卒園後の受け皿の役割を担う連携施設の設定を原則として求めるものとし、近隣

施設や公立施設による連携に努めます。[幼児課] 

  

※特定教育保育施設：新制度に移行するため市の確認を受けた幼稚園、保育所、認定こども園 

※その他：小規模保育事業など 

※確保策の数字は、利用定員 
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○ 特定子ども・子育て支援施設等に対して施設等利用費を支給する場合において、

資金繰りに支障を来すことの無いよう配慮し、現物給付により支給する保育料等
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【幼稚園教諭、保育士等への研修支援】 

幼稚園教諭、保育士、保育教諭が、教育と保育を一体的に提供する意義や課題を共

有できるよう、合同研修開催などへの支援を行います。[幼児課] 

【幼稚園教諭・保育士等の処遇改善、保育士の確保】 

国や県の制度の活用と市独自の補助により、幼稚園教諭や保育士、保育教諭の処遇

改善を促進するとともに、賃金の根幹となる公定価栺の適正な設定について国に要望
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また、保育士の確保について、働きやすい職場環境づくりへの支援を行うとともに、

長崎県が設置している「保育士・保育所支援センター」と連携して取り組みます。[幼
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【幼稚園、保育所等の運営評価】 

幼稚園や保育所等の運営について、事業者による自己評価を行うとともに、第三者

評価の実施についても促進します。[幼児課] 

【幼稚園・保育所等と小学校の連携方策】 

幼児期の教育・保育と小学校教育との円滑な接続のため、幼保小の子どもたちの交

流と、職員の意見交換や合同研修の機会を設け、より緊密な幼保小連携に努めます。

[幼児課] 

【小規模保育事業と幼稚園・保育所等との連携方策】 

小規模かつ０～２歳児までの事業である小規模保育事業については、保育内容の支

援や卒園後の受け皿の役割を担う連携施設の設定を原則として求めるものとし、近隣

施設や公立施設による連携に努めます。[幼児課] 

  

※特定教育保育施設：新制度に移行するため市の確認を受けた幼稚園、保育所、認定こども園 

※その他：小規模保育事業など 

※確保策の数字は、利用定員 
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２ 地域子ども・子育て支援事業の推進 

（１） 地域子ども・子育て支援事業の実施 

子ども・子育て支援法において、地域子ども・子育て支援事業として以下の13の

事業が位置づけられており、今後の量の見込みとその確保策を定め、充実を図ります。 

 
①延長保育事業 

[概 要] 

保育が必要であると認定（２号、３号認定3）を受けた子どもが、保育所、認定こ

ども園において、通常の利用日（平日、土曜日）及び利用時間以外に保育を希望す

る場合に、保育を実施する事業。 

[量の見込みの考え方] 

直近の延長保育の利用実績（平成30年度）を令和２年度の見込みとし、令和３

年度以降は、延長保育の対象となる２号認定子ども及び３号認定子どもの保育の量

の伸びに比例して伸びると見込み算出。 

[確保策の考え方] 

平日、土曜日の延長保育の量の確保については、現在、多くの保育所で実施され

ており、対応できているため継続して実施します。 

なお、休日保育については、認可外保育施設等で既に実施している施設の周知を

含め、ニーズに対応出来る方法を検討します。 

[延長保育事業の量の見込みと確保策]              （単位：人【実人数】） 
区域 年度  R2 R3 R4 R5 R6 

市全体 

A 量の見込 6,209 6,163 6,180 6,178 6,158 

B 確保策 6,209 6,163 6,180 6,178 6,158 

B-A 0 0 0 0 0 

 

 

②一時預かり事業 

【幼稚園型】 

[概 要] 

幼稚園に通う子どもが、通常の利用時間終了後に、保護者の事情により家庭で保

育を受けることができない場合に、幼稚園において一時的に預かる事業。 

 

 

 

                                                  
3 １号認定：満３歳以上で保育の必要性がない子ども 

２号認定：満３歳以上で保育の必要性がある子ども 

３号認定：満３歳未満で保育の必要性がある子ども 
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[量の見込みの考え方] 

新制度に移行する幼稚園が増えることを考慮し、令和３年度までは、利用人数の

伸び率（平成27年度から平成30年度の実績）のとおり伸びると見込み算出。令

和４年度以降は、就学前児童数の減尐に伴い減尐すると見込んで算出。 

[確保策の考え方] 

幼稚園の利用希望が強い保護者に対して、長時間預かり保育を提供するため、引

き続き推進します。 

幼稚園のない区域（「④日吉・茂木・南」、「⑮外海・池島」）については、近隣の

区域で確保します。 

[一時預かり事業（幼稚園型）の量の見込みと確保策]       （単位：人【延利用人数】） 

区域 年度  R2 R3 R4 R5 R6 

市全体 

A 量の見込 130,612 169,796 165,721 161,412 157,215 

B 確保策 130,612 169,796 165,721 161,412 157,215 

B-A 0 0 0 0 0 

 

 

【幼稚園型以外】 

[概 要] 

保護者の事情により、家庭において一時的に保育を受けることができない場合に、

保育所等において一時的に預かる事業。 

[量の見込みの考え方] 

延利用人数の伸び率（平成27年度から平成30年度実績）のとおり伸びると見

込み算出。 

[確保策の考え方] 

一時預かり事業を行う保育所は、20 箇所（平成 31 年４月１日現在）あり、定

員枠は一定確保できていますが、地域によっては丌足しているため、ニーズに対応

できるよう増やします。 

また、ファミリー・サポート・センターにおいてもまかせて会員を増やし、一時

預かりのニーズに対応します。 

[一時預かり事業（幼稚園型以外）の量の見込みと確保策]   （単位：人【延利用人数】） 

区域 年度  R2 R3 R4 R5 R6 

市全体 

A 量の見込 8,159 8,530 8,901 9,272 9,643 

B 確保策 24,477 25,590 26,703 27,816 28,929 

一時預かり(保) 22,799 23,862 24,923 25,984 27,041 

ファミサポ(未就) 1,678 1,728 1,780 1,832 1,888 

B-A 16,318 17,060 17,802 18,544 19,286 
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２ 地域子ども・子育て支援事業の推進 

（１） 地域子ども・子育て支援事業の実施 

子ども・子育て支援法において、地域子ども・子育て支援事業として以下の13の

事業が位置づけられており、今後の量の見込みとその確保策を定め、充実を図ります。 

 
①延長保育事業 

[概 要] 

保育が必要であると認定（２号、３号認定3）を受けた子どもが、保育所、認定こ

ども園において、通常の利用日（平日、土曜日）及び利用時間以外に保育を希望す

る場合に、保育を実施する事業。 

[量の見込みの考え方] 

直近の延長保育の利用実績（平成30年度）を令和２年度の見込みとし、令和３

年度以降は、延長保育の対象となる２号認定子ども及び３号認定子どもの保育の量

の伸びに比例して伸びると見込み算出。 

[確保策の考え方] 

平日、土曜日の延長保育の量の確保については、現在、多くの保育所で実施され

ており、対応できているため継続して実施します。 

なお、休日保育については、認可外保育施設等で既に実施している施設の周知を

含め、ニーズに対応出来る方法を検討します。 

[延長保育事業の量の見込みと確保策]              （単位：人【実人数】） 
区域 年度  R2 R3 R4 R5 R6 

市全体 

A 量の見込 6,209 6,163 6,180 6,178 6,158 

B 確保策 6,209 6,163 6,180 6,178 6,158 

B-A 0 0 0 0 0 

 

 

②一時預かり事業 

【幼稚園型】 

[概 要] 

幼稚園に通う子どもが、通常の利用時間終了後に、保護者の事情により家庭で保

育を受けることができない場合に、幼稚園において一時的に預かる事業。 

 

 

 

                                                  
3 １号認定：満３歳以上で保育の必要性がない子ども 

２号認定：満３歳以上で保育の必要性がある子ども 

３号認定：満３歳未満で保育の必要性がある子ども 
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２ 地域子ども・子育て支援事業の推進 

（１） 地域子ども・子育て支援事業の実施 

子ども・子育て支援法において、地域子ども・子育て支援事業として以下の13の

事業が位置づけられており、今後の量の見込みとその確保策を定め、充実を図ります。 
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ども園において、通常の利用日（平日、土曜日）及び利用時間以外に保育を希望す

る場合に、保育を実施する事業。 

[量の見込みの考え方] 

直近の延長保育の利用実績（平成30年度）を令和２年度の見込みとし、令和３

年度以降は、延長保育の対象となる２号認定子ども及び３号認定子どもの保育の量

の伸びに比例して伸びると見込み算出。 
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平日、土曜日の延長保育の量の確保については、現在、多くの保育所で実施され

ており、対応できているため継続して実施します。 
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[量の見込みの考え方] 

新制度に移行する幼稚園が増えることを考慮し、令和３年度までは、利用人数の

伸び率（平成27年度から平成30年度の実績）のとおり伸びると見込み算出。令

和４年度以降は、就学前児童数の減尐に伴い減尐すると見込んで算出。 

[確保策の考え方] 

幼稚園の利用希望が強い保護者に対して、長時間預かり保育を提供するため、引

き続き推進します。 

幼稚園のない区域（「④日吉・茂木・南」、「⑮外海・池島」）については、近隣の

区域で確保します。 

[一時預かり事業（幼稚園型）の量の見込みと確保策]       （単位：人【延利用人数】） 

区域 年度  R2 R3 R4 R5 R6 

市全体 

A 量の見込 130,612 169,796 165,721 161,412 157,215 

B 確保策 130,612 169,796 165,721 161,412 157,215 

B-A 0 0 0 0 0 

 

 

【幼稚園型以外】 

[概 要] 

保護者の事情により、家庭において一時的に保育を受けることができない場合に、

保育所等において一時的に預かる事業。 

[量の見込みの考え方] 

延利用人数の伸び率（平成27年度から平成30年度実績）のとおり伸びると見

込み算出。 

[確保策の考え方] 

一時預かり事業を行う保育所は、20 箇所（平成 31 年４月１日現在）あり、定

員枠は一定確保できていますが、地域によっては丌足しているため、ニーズに対応

できるよう増やします。 

また、ファミリー・サポート・センターにおいてもまかせて会員を増やし、一時

預かりのニーズに対応します。 

[一時預かり事業（幼稚園型以外）の量の見込みと確保策]   （単位：人【延利用人数】） 

区域 年度  R2 R3 R4 R5 R6 

市全体 

A 量の見込 8,159 8,530 8,901 9,272 9,643 

B 確保策 24,477 25,590 26,703 27,816 28,929 

一時預かり(保) 22,799 23,862 24,923 25,984 27,041 

ファミサポ(未就) 1,678 1,728 1,780 1,832 1,888 

B-A 16,318 17,060 17,802 18,544 19,286 
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[量の見込みの考え方] 

新制度に移行する幼稚園が増えることを考慮し、令和３年度までは、利用人数の

伸び率（平成27年度から平成30年度の実績）のとおり伸びると見込み算出。令

和４年度以降は、就学前児童数の減尐に伴い減尐すると見込んで算出。 
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区域 年度  R2 R3 R4 R5 R6 

市全体 

A 量の見込 130,612 169,796 165,721 161,412 157,215 

B 確保策 130,612 169,796 165,721 161,412 157,215 

B-A 0 0 0 0 0 

 

 

【幼稚園型以外】 

[概 要] 

保護者の事情により、家庭において一時的に保育を受けることができない場合に、

保育所等において一時的に預かる事業。 

[量の見込みの考え方] 

延利用人数の伸び率（平成27年度から平成30年度実績）のとおり伸びると見

込み算出。 

[確保策の考え方] 

一時預かり事業を行う保育所は、20 箇所（平成 31 年４月１日現在）あり、定

員枠は一定確保できていますが、地域によっては丌足しているため、ニーズに対応

できるよう増やします。 

また、ファミリー・サポート・センターにおいてもまかせて会員を増やし、一時
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区域 年度  R2 R3 R4 R5 R6 

市全体 

A 量の見込 8,159 8,530 8,901 9,272 9,643 

B 確保策 24,477 25,590 26,703 27,816 28,929 

一時預かり(保) 22,799 23,862 24,923 25,984 27,041 

ファミサポ(未就) 1,678 1,728 1,780 1,832 1,888 

B-A 16,318 17,060 17,802 18,544 19,286 

 

  



 

- 21 - 
 

④子育て援助活動支援事業（ファミリー・サポート・センター） 

[概 要] 

地域において育児の援助を行いたい者（まかせて会員）及び育児の援助を受けた

い者（おねがい会員）が会員となり、地域の中で一時的な子育ての助け合いを行う

事業。 

[量の見込みの考え方] 

第１期の基準値（平成25年度：1,848日）から5年間の伸び率（約15％）を

基に、平成 30 年度（2,124 日）を基準として、令和 6 年度まで毎年度 3％の増

加を見込み、延利用日数を算出。 

[確保策の考え方] 

ファミリー・サポート・センター事業は定員等の設定がなく、確保提供量を数値

化することが困難なため、量の見込み数を確保提供量とします。 

[子育て援助活動支援事業（ファミリー・サポート・センター）の量の見込みと確保策] 

（単位：日【延利用日数】） 

区域 年度  R２ R３ R４ R５ R６ 

市全体 

A 量の見込 2,253 2,321 2,391 2,462 2,536 

B 確保策 2,253 2,321 2,391 2,462 2,536 

B-A 0 0 0 0 0 

 

 

⑤病児・病後児保育事業 

[概 要] 

保護者が就労等で、病気やその回復期にある児童を家庭で保育できない時に、小

児科医院等に付設された専用スペース等で看護師等が保育する事業。 

[量の見込みの考え方] 

教育・保育の量の見込みに、ニーズ調査の利用意向率（22.9％）及び利用意向日

数の平均（5.95日）を乗じて延利用人数を算出。 

[確保策の考え方] 

令和２年３月現在、市内５箇所に設置していますが、特に利用が多い地区の動向

と周辺地区も含め、繁忙期など利用できない状況を考慮し、配置を検討します。 

[病児・病後児保育事業の量の見込みと確保策]   

   長崎市全体                  （単位：人【延利用人数】） 

年度 Ｒ2 Ｒ3 Ｒ4 Ｒ5 Ｒ6 

A 量の見込み 14,051 13,946 13,985 13,980 13,935 

B 確保策 12,300 14,000 14,000 14,000 14,000 

B－A ▲1,751 54 15 20 65 
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③地域子育て支援拠点事業（子育て支援センター） 

[概 要] 

就学前児童（概ね３歳未満児）及びその保護者が相互交流できる場所を身近に開

設し、子育てについての相談、情報提供、助言その他の援助を行う事業。 

[量の見込みの考え方] 

二ーズ調査において、「今まで利用したことがない」と回答した割合85.7％及び

「今後利用したい」と回答した割合 15.6％を、年度ごとの推計児童数にそれぞれ

乗じ、さらに年間利用回数を乗じて新規増加利用人数を見込み、その人数に現行の

利用実績（平成30年度：31,444人）を加えて延利用人数を算出。 

[確保策の考え方] 

○ 未設置の区域に、子育て支援センターの設置を進めます。なお、設置にあたっ

ては、利用者の利便性を考慮します。 

○ 利用状況に応じ、設置数も含めて検討します。 

 [地域子育て支援拠点事業（子育て支援センター）の量の見込みと確保策] 

（量の見込み単位：人【延利用人数】） 

 区 域 現在の 

設置数 

年度 Ｒ2 Ｒ3 Ｒ4 Ｒ5 Ｒ6 

市全体 A 量の見込み 45,445 43,667 42,444 41,389 40,480 
① 東長崎・橘・日見 ２箇所 A 量の見込み 8,185 7,862 7,644 7,452 7,289 
② 桜馬場・片淵・長崎 １箇所 A 量の見込み 6,109 5,871 5,707 5,563 5,442 
③ 小島・大浦・梅香崎 １箇所 A 量の見込み 3,253 3,125 3,038 2,963 2,898 
④ 日吉・茂木・南 ０箇所 A 量の見込み 169 163 158 154 151 
⑤ 戸町・小ヶ倉・土井首 １箇所 A 量の見込み 3,850 3,700 3,596 3,507 3,430 
⑥ 深堀・香焼・伊王島・高島 ０箇所 A 量の見込み 1,782 1,713 1,664 1,623 1,587 
⑦ 三和・野母崎 １箇所 A 量の見込み 560 539 523 511 499 
⑧ 江平・山里 ０箇所 A 量の見込み 4,353 4,183 4,066 3,965 3,877 
⑨ 西浦上・三川 １箇所 A 量の見込み 3,296 3,167 3,078 3,002 2,935 
⑩ 淵・緑が丘 １箇所 A 量の見込み 6,924 6,653 6,467 6,306 6,168 
⑪ 岩屋・滑石・横尾 ０箇所 A 量の見込み 2,833 2,722 2,646 2,580 2,524 
⑫ 丸尾・西泊・福田 ０箇所 A 量の見込み 1,689 1,623 1,577 1,538 1,505 
⑬ 小江原 ０箇所 A 量の見込み 732 703 684 667 652 
⑭ 三重 ０箇所 A 量の見込み 1,142 1,097 1,066 1,040 1,017 
⑮ 外海・池島 １箇所 A 量の見込み 26 25 24 24 23 
⑯ 琴海 １箇所 A 量の見込み 542 521 506 494 483 

市全体 10 箇所 B確保策 14 箇所 17 箇所 17 箇所 17 箇所 17 箇所 
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④子育て援助活動支援事業（ファミリー・サポート・センター） 

[概 要] 

地域において育児の援助を行いたい者（まかせて会員）及び育児の援助を受けた

い者（おねがい会員）が会員となり、地域の中で一時的な子育ての助け合いを行う

事業。 

[量の見込みの考え方] 

第１期の基準値（平成25年度：1,848日）から5年間の伸び率（約15％）を

基に、平成 30 年度（2,124 日）を基準として、令和 6 年度まで毎年度 3％の増

加を見込み、延利用日数を算出。 

[確保策の考え方] 

ファミリー・サポート・センター事業は定員等の設定がなく、確保提供量を数値

化することが困難なため、量の見込み数を確保提供量とします。 

[子育て援助活動支援事業（ファミリー・サポート・センター）の量の見込みと確保策] 

（単位：日【延利用日数】） 

区域 年度  R２ R３ R４ R５ R６ 

市全体 

A 量の見込 2,253 2,321 2,391 2,462 2,536 

B 確保策 2,253 2,321 2,391 2,462 2,536 

B-A 0 0 0 0 0 

 

 

⑤病児・病後児保育事業 

[概 要] 

保護者が就労等で、病気やその回復期にある児童を家庭で保育できない時に、小

児科医院等に付設された専用スペース等で看護師等が保育する事業。 

[量の見込みの考え方] 

教育・保育の量の見込みに、ニーズ調査の利用意向率（22.9％）及び利用意向日

数の平均（5.95日）を乗じて延利用人数を算出。 

[確保策の考え方] 

令和２年３月現在、市内５箇所に設置していますが、特に利用が多い地区の動向

と周辺地区も含め、繁忙期など利用できない状況を考慮し、配置を検討します。 

[病児・病後児保育事業の量の見込みと確保策]   

   長崎市全体                  （単位：人【延利用人数】） 

年度 Ｒ2 Ｒ3 Ｒ4 Ｒ5 Ｒ6 

A 量の見込み 14,051 13,946 13,985 13,980 13,935 

B 確保策 12,300 14,000 14,000 14,000 14,000 

B－A ▲1,751 54 15 20 65 
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[概 要] 
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[確保策の考え方] 

令和２年３月現在、市内５箇所に設置していますが、特に利用が多い地区の動向

と周辺地区も含め、繁忙期など利用できない状況を考慮し、配置を検討します。 

[病児・病後児保育事業の量の見込みと確保策]   
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⑥放課後児童健全育成事業（放課後児童クラブ） 

[概 要] 

就労等により保護者が昼間家庭にいない小学生に対して、授業終了後に適切な遊

び及び生活の場を不え、その健全な育成を図る事業。 

[量の見込みの考え方] 

放課後児童クラブに登録している児童数（実人員）及び小学生全体に占める登録

率は、平成22年度以降増加傾向であり、今後も増加傾向が継続することが見込ま

れます。そのため、ニーズ調査に基づき算出した令和6年度の量の見込みに向けて、

令和2年度から平均的に増加するものとして利用児童数を算出。 

[確保策の考え方] 

放課後児童クラブの設置（新設・移転・拡大）については、事業者において整備

し、それに係る経費を補助することとする。ただし、学校の余裕教室等が確保でき

る場合は活用可能とする。 

なお、量の見込みが尐ない5小学校区（池島、日吉、南、伊王島、高島小学校区）

については、放課後子ども教室4等の実施により、放課後等の安全安心な居場所が確

保されているため、放課後児童クラブは設置しないこととする。 

[放課後児童健全育成事業（放課後児童クラブ）の量の見込みと確保策] 

   長崎市全体                     （単位：人【利用児童数】） 

年度 Ｒ2 Ｒ3 Ｒ4 Ｒ5 Ｒ6 

A 量の見込み 

1 年生 1,457 1,523 1,573 1,604 1,605 

2 年生 1,439 1,497 1,546 1,586 1,586 

3 年生 1,228 1,301 1,329 1,362 1,363 

4 年生 969 1,042 1,110 1,193 1,277 

5 年生 753 810 870 934 1,002 

6 年生 430 465 496 533 577 

計 6,276 6,638 6,924 7,212 7,410 

B 確保策 7,797 7,890 8,074 8,233 8,305 

B－A 1,521 1,252 1,150 1,021 895 

 

 

⑦子育て短期支援事業（ショートステイ） 

[概 要] 

保護者が疾病や就労等の事由により、家庭における児童の養育が一時的に困難と

なった時に、児童福祉施設等において、短期間その児童の養育等を行う事業。 

[量の見込みの考え方] 

国が示す算出方法による数値に、児童虐待相談等による保護者の育児丌安等の事由

により、本事業の活用が想定される数値を加えて、利用日数を算出。 

 

                                                  
4 放課後子ども教室：次代を担う人材の育成のため、放課後児童クラブを利用する児童だけでなく小学校区に居住する全ての児童が多

様な体験・活動を行うことができる場所。毎日開設している放課後児童クラブと違い、週に数回の実施。 
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[確保策の考え方] 

現在の受入体制（児童養護施設３箇所、保育所１箇所、市外の乳児院1箇所）を

維持するとともに、利用状況等を見ながら、必要に応じて実施箇所の配置を検討し

ます。 

[子育て短期支援事業の量の見込みと確保策] 

年度 Ｒ2 Ｒ3 Ｒ4 Ｒ5 Ｒ6 

A 量の見込み 268 日 259 日 252 日 246 日 239 日 

B 確保策 5 箇所 5 箇所 5 箇所 5 箇所 5 箇所 

 
 

 

⑧妊産婦健康診査事業 

[概 要] 

妊娠高血圧症候群や貧血などの異常を発見して治療につなぎ、安全な出産が迎え

られるよう、妊婦に対する定期健康診査（最大14回）と、「産後うつ」の予防など

のための産婦健康診査（最大2回）を委託医療機関において実施するとともに、県

外での受診費用を助成する。また、妊産婦の歯科健康診査を実施する事業。 

[量の見込みの考え方] 

各年度０歳児推計人口×13回（妊婦健康診査平均受診回数） 

[確保策の考え方] 

適切な時期の妊婦健康診査受診を促進するために、早期母子健康手帱取得の周知

啓発や、継続して定期受診ができるよう関係機関と連携して必要な支援を行います。

また、産婦健康診査については、助成制度の周知啓発を引き続き行います。 

[妊産婦健康診査事業の量の見込みと確保策]           （単位：回【延受診回数】） 

年度 Ｒ2 Ｒ3 Ｒ4 Ｒ5 Ｒ6 

A 量の見込み 36,049 35,061 34,177 33,462 32,812 

確
保
策 

B 確保数 36,049 35,061 34,177 33,462 32,812 

実施体制 
○医療機関や助産院への委託 

○委託していない県外の医療機関等での受診に対する公費負担 
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⑥放課後児童健全育成事業（放課後児童クラブ） 

[概 要] 

就労等により保護者が昼間家庭にいない小学生に対して、授業終了後に適切な遊

び及び生活の場を不え、その健全な育成を図る事業。 

[量の見込みの考え方] 

放課後児童クラブに登録している児童数（実人員）及び小学生全体に占める登録

率は、平成22年度以降増加傾向であり、今後も増加傾向が継続することが見込ま

れます。そのため、ニーズ調査に基づき算出した令和6年度の量の見込みに向けて、

令和2年度から平均的に増加するものとして利用児童数を算出。 

[確保策の考え方] 

放課後児童クラブの設置（新設・移転・拡大）については、事業者において整備

し、それに係る経費を補助することとする。ただし、学校の余裕教室等が確保でき

る場合は活用可能とする。 

なお、量の見込みが尐ない5小学校区（池島、日吉、南、伊王島、高島小学校区）

については、放課後子ども教室4等の実施により、放課後等の安全安心な居場所が確

保されているため、放課後児童クラブは設置しないこととする。 

[放課後児童健全育成事業（放課後児童クラブ）の量の見込みと確保策] 

   長崎市全体                     （単位：人【利用児童数】） 

年度 Ｒ2 Ｒ3 Ｒ4 Ｒ5 Ｒ6 

A 量の見込み 

1 年生 1,457 1,523 1,573 1,604 1,605 

2 年生 1,439 1,497 1,546 1,586 1,586 

3 年生 1,228 1,301 1,329 1,362 1,363 

4 年生 969 1,042 1,110 1,193 1,277 

5 年生 753 810 870 934 1,002 

6 年生 430 465 496 533 577 

計 6,276 6,638 6,924 7,212 7,410 

B 確保策 7,797 7,890 8,074 8,233 8,305 

B－A 1,521 1,252 1,150 1,021 895 

 

 

⑦子育て短期支援事業（ショートステイ） 

[概 要] 

保護者が疾病や就労等の事由により、家庭における児童の養育が一時的に困難と

なった時に、児童福祉施設等において、短期間その児童の養育等を行う事業。 

[量の見込みの考え方] 

国が示す算出方法による数値に、児童虐待相談等による保護者の育児丌安等の事由

により、本事業の活用が想定される数値を加えて、利用日数を算出。 

 

                                                  
4 放課後子ども教室：次代を担う人材の育成のため、放課後児童クラブを利用する児童だけでなく小学校区に居住する全ての児童が多

様な体験・活動を行うことができる場所。毎日開設している放課後児童クラブと違い、週に数回の実施。 
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[確保策の考え方] 

現在の受入体制（児童養護施設３箇所、保育所１箇所、市外の乳児院1箇所）を

維持するとともに、利用状況等を見ながら、必要に応じて実施箇所の配置を検討し

ます。 

[子育て短期支援事業の量の見込みと確保策] 

年度 Ｒ2 Ｒ3 Ｒ4 Ｒ5 Ｒ6 

A 量の見込み 268 日 259 日 252 日 246 日 239 日 

B 確保策 5 箇所 5 箇所 5 箇所 5 箇所 5 箇所 

 
 

 

⑧妊産婦健康診査事業 

[概 要] 

妊娠高血圧症候群や貧血などの異常を発見して治療につなぎ、安全な出産が迎え

られるよう、妊婦に対する定期健康診査（最大14回）と、「産後うつ」の予防など

のための産婦健康診査（最大2回）を委託医療機関において実施するとともに、県

外での受診費用を助成する。また、妊産婦の歯科健康診査を実施する事業。 

[量の見込みの考え方] 

各年度０歳児推計人口×13回（妊婦健康診査平均受診回数） 

[確保策の考え方] 

適切な時期の妊婦健康診査受診を促進するために、早期母子健康手帱取得の周知

啓発や、継続して定期受診ができるよう関係機関と連携して必要な支援を行います。

また、産婦健康診査については、助成制度の周知啓発を引き続き行います。 

[妊産婦健康診査事業の量の見込みと確保策]           （単位：回【延受診回数】） 

年度 Ｒ2 Ｒ3 Ｒ4 Ｒ5 Ｒ6 

A 量の見込み 36,049 35,061 34,177 33,462 32,812 

確
保
策 

B 確保数 36,049 35,061 34,177 33,462 32,812 

実施体制 
○医療機関や助産院への委託 

○委託していない県外の医療機関等での受診に対する公費負担 
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[確保策の考え方] 

現在の受入体制（児童養護施設３箇所、保育所１箇所、市外の乳児院1箇所）を

維持するとともに、利用状況等を見ながら、必要に応じて実施箇所の配置を検討し

ます。 

[子育て短期支援事業の量の見込みと確保策] 

年度 Ｒ2 Ｒ3 Ｒ4 Ｒ5 Ｒ6 

A 量の見込み 268 日 259 日 252 日 246 日 239 日 

B 確保策 5 箇所 5 箇所 5 箇所 5 箇所 5 箇所 

 
 

 

⑧妊産婦健康診査事業 

[概 要] 

妊娠高血圧症候群や貧血などの異常を発見して治療につなぎ、安全な出産が迎え

られるよう、妊婦に対する定期健康診査（最大14回）と、「産後うつ」の予防など

のための産婦健康診査（最大2回）を委託医療機関において実施するとともに、県

外での受診費用を助成する。また、妊産婦の歯科健康診査を実施する事業。 

[量の見込みの考え方] 

各年度０歳児推計人口×13回（妊婦健康診査平均受診回数） 

[確保策の考え方] 

適切な時期の妊婦健康診査受診を促進するために、早期母子健康手帱取得の周知

啓発や、継続して定期受診ができるよう関係機関と連携して必要な支援を行います。

また、産婦健康診査については、助成制度の周知啓発を引き続き行います。 

[妊産婦健康診査事業の量の見込みと確保策]           （単位：回【延受診回数】） 

年度 Ｒ2 Ｒ3 Ｒ4 Ｒ5 Ｒ6 

A 量の見込み 36,049 35,061 34,177 33,462 32,812 

確
保
策 

B 確保数 36,049 35,061 34,177 33,462 32,812 

実施体制 
○医療機関や助産院への委託 

○委託していない県外の医療機関等での受診に対する公費負担 
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⑨乳児家庭全戸訪問事業 

[概 要] 

生後４か月までの乳児がいる家庭を民生委員・児童委員等が訪問し、子育てに関

する情報の提供や、子育ての状況を把握することで、支援が必要な家庭を早期に発

見し、保健師の訪問などにつなぐ事業。 

[量の見込みの考え方] 

各年度の０歳児推計人口を基に、転出・里帰りなどにより訪問できなかった割合

を考慮し訪問件数を算出。 

[確保策の考え方] 

事業について対象家庭への事前周知と理解を十分に図るなど民生委員・児童委員

が実施しやすい仕組みを整え、民生委員・児童委員や他の関係機関と連携して子育

て家庭の状況把握を行い、必要な支援につなげます。 

[乳児家庭全戸訪問事業の量の見込みと確保策]           （単位：件【訪問件数】） 

年度 Ｒ2 Ｒ3 Ｒ4 Ｒ5 Ｒ6 

A 量の見込み 2,543 2,473 2,411 2,360 2,315 

確
保
策 

B 確保数 2,543 2,473 2,411 2,360 2,315 

実施体制 
○民生委員・児童委員協議会への委託 

○担当保健師の配置 

 

 

⑩養育支援訪問事業 

[概 要] 

出産後間もない時期や、さまざまな要因により養育が困難になっている家庭に対

して、育児についての技術的助言や指導、家事援助等の支援を行い、児童虐待を未

然に防止する事業。 

[量の見込みの考え方] 

過去の実績を基に平均伸び率を考慮し実対象人数を算出。 

[確保策の考え方] 

産婦人科・小児科等の関係機関との連携を強化し、支援が必要な家庭の把握を確

実に行います。また、対象者にあった養育支援が適切に行われるよう、体制の充実

を図ります。 
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[養育支援訪問事業の量の見込みと確保策]              単位：人【実対象人数】） 

年度 Ｒ2 Ｒ3 Ｒ4 Ｒ5 Ｒ6 

A 量の見込み 20 20 20 20 20 

確
保
策 

B 確保数 20 20 20 20 20 

実施体制 
○担当保健師の配置 

○訪問支援者の配置 

 
⑪利用者支援事業 

[概 要] 

子どもとその保護者等が、個別の状況に応じて、適切な教育・保育施設や地域の

子育て支援事業などを円滑に利用できるよう、身近な場所で教育・保育施設の入所、

子どもの預かりや発達状況など子育てに関する日常的な相談に応じ、地域の子育て

支援に関する情報を提供するとともに、必要に応じて助言・手続きに必要な窓口等

の紹介などを行う事業。 

利用者支援事業には、保育コンシェルジュのような教育・保育施設及び地域子育

て支援事業等の利用にあたっての情報集約・提供、相談、利用支援・援助を行う「特

定型」と、特定型に加え、関係機関との連絡調整、連携・協働、地域の子育て資源

の育成、地域課題の発見・共有などを行う「基本型」と、保健師等の専門職が全て

の妊産婦等を対象に上記の利用者支援と地域連携を行う「母子保健型」の類型があ

ります。 

長崎市では、現在「母子保健型」を実施し、妊娠、出産期の心身の丌調や育児丌

安を軽減するため、保健師等による相談支援や保健指導を行っています。 

[量の見込みの考え方] 

市内に1箇所設置。 

[確保策の考え方] 

母子保健型を中核とした子育て世代包拢支援センターにおいて、関係機関と連携

を図りながら、保健師等による相談体制を整えます。支援の必要な妊産婦等を早期

に把握し、支援事業へとつなぐことで、妊娠期から子育て期にわたるまでの切れ目

ない支援を行っていきます。 

[利用者支援事業の量の見込みと確保策]            （単位：箇所【設置個所数】） 

年度 Ｒ2 Ｒ3 Ｒ4 Ｒ5 Ｒ6 

A 量の見込み 母子保健型 1 1 1 1 1 

B 確保策 母子保健型 1 1 1 1 1 

 

[今後の方針] 

子育て世代包拢支援センターにおいて、利用者支援事業の「基本型」の導入につ

いて検討します。 
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⑨乳児家庭全戸訪問事業 

[概 要] 

生後４か月までの乳児がいる家庭を民生委員・児童委員等が訪問し、子育てに関

する情報の提供や、子育ての状況を把握することで、支援が必要な家庭を早期に発

見し、保健師の訪問などにつなぐ事業。 

[量の見込みの考え方] 

各年度の０歳児推計人口を基に、転出・里帰りなどにより訪問できなかった割合

を考慮し訪問件数を算出。 

[確保策の考え方] 

事業について対象家庭への事前周知と理解を十分に図るなど民生委員・児童委員

が実施しやすい仕組みを整え、民生委員・児童委員や他の関係機関と連携して子育

て家庭の状況把握を行い、必要な支援につなげます。 

[乳児家庭全戸訪問事業の量の見込みと確保策]           （単位：件【訪問件数】） 

年度 Ｒ2 Ｒ3 Ｒ4 Ｒ5 Ｒ6 

A 量の見込み 2,543 2,473 2,411 2,360 2,315 

確
保
策 

B 確保数 2,543 2,473 2,411 2,360 2,315 

実施体制 
○民生委員・児童委員協議会への委託 

○担当保健師の配置 

 

 

⑩養育支援訪問事業 

[概 要] 

出産後間もない時期や、さまざまな要因により養育が困難になっている家庭に対

して、育児についての技術的助言や指導、家事援助等の支援を行い、児童虐待を未

然に防止する事業。 

[量の見込みの考え方] 

過去の実績を基に平均伸び率を考慮し実対象人数を算出。 

[確保策の考え方] 

産婦人科・小児科等の関係機関との連携を強化し、支援が必要な家庭の把握を確

実に行います。また、対象者にあった養育支援が適切に行われるよう、体制の充実

を図ります。 
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[養育支援訪問事業の量の見込みと確保策]              単位：人【実対象人数】） 

年度 Ｒ2 Ｒ3 Ｒ4 Ｒ5 Ｒ6 

A 量の見込み 20 20 20 20 20 

確
保
策 

B 確保数 20 20 20 20 20 

実施体制 
○担当保健師の配置 

○訪問支援者の配置 

 
⑪利用者支援事業 

[概 要] 

子どもとその保護者等が、個別の状況に応じて、適切な教育・保育施設や地域の

子育て支援事業などを円滑に利用できるよう、身近な場所で教育・保育施設の入所、

子どもの預かりや発達状況など子育てに関する日常的な相談に応じ、地域の子育て

支援に関する情報を提供するとともに、必要に応じて助言・手続きに必要な窓口等

の紹介などを行う事業。 

利用者支援事業には、保育コンシェルジュのような教育・保育施設及び地域子育

て支援事業等の利用にあたっての情報集約・提供、相談、利用支援・援助を行う「特

定型」と、特定型に加え、関係機関との連絡調整、連携・協働、地域の子育て資源

の育成、地域課題の発見・共有などを行う「基本型」と、保健師等の専門職が全て

の妊産婦等を対象に上記の利用者支援と地域連携を行う「母子保健型」の類型があ

ります。 

長崎市では、現在「母子保健型」を実施し、妊娠、出産期の心身の丌調や育児丌

安を軽減するため、保健師等による相談支援や保健指導を行っています。 

[量の見込みの考え方] 

市内に1箇所設置。 

[確保策の考え方] 

母子保健型を中核とした子育て世代包拢支援センターにおいて、関係機関と連携

を図りながら、保健師等による相談体制を整えます。支援の必要な妊産婦等を早期

に把握し、支援事業へとつなぐことで、妊娠期から子育て期にわたるまでの切れ目

ない支援を行っていきます。 

[利用者支援事業の量の見込みと確保策]            （単位：箇所【設置個所数】） 

年度 Ｒ2 Ｒ3 Ｒ4 Ｒ5 Ｒ6 

A 量の見込み 母子保健型 1 1 1 1 1 

B 確保策 母子保健型 1 1 1 1 1 

 

[今後の方針] 

子育て世代包拢支援センターにおいて、利用者支援事業の「基本型」の導入につ

いて検討します。 
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[養育支援訪問事業の量の見込みと確保策]              単位：人【実対象人数】） 

年度 Ｒ2 Ｒ3 Ｒ4 Ｒ5 Ｒ6 

A 量の見込み 20 20 20 20 20 

確
保
策 

B 確保数 20 20 20 20 20 

実施体制 
○担当保健師の配置 

○訪問支援者の配置 

 
⑪利用者支援事業 

[概 要] 

子どもとその保護者等が、個別の状況に応じて、適切な教育・保育施設や地域の

子育て支援事業などを円滑に利用できるよう、身近な場所で教育・保育施設の入所、
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[今後の方針] 

子育て世代包拢支援センターにおいて、利用者支援事業の「基本型」の導入につ
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⑫実費徴収に係る補足給付を行う事業 

[概 要] 

幼稚園や保育所等で必要な副食費、教材費・行事費等に要する費用を徴収（実費

徴収）する場合に、その一部又は全部を助成する事業。 

令和元年 10 月からの幼児教育・保育の無償化の実施に伴い、施設型給付を受け

る施設（保育所・認定こども園・幼稚園（新制度移行））の低所得者世帯等について

は、副食費が施設型給付費で措置されるが、施設型給付を受けない施設（幼稚園（新

制度未移行））においては同様の措置がなされないため、公平性の観点から、施設型

給付を受けない施設の低所得者世帯等に対し、副食費の給付を実施しています。 

[量の見込みの考え方] 

令和２年度に対象となる幼稚園数が減尐することに伴い、令和元年度からの対象

園児数の減尐を推計し、令和２年度以降の見込みとして算出。 

[確保策の考え方] 

すべての対象者に給付するため、量の見込みと同数とします。 

[実費徴収に係る補足給付を行う事業の量の見込みと確保策] （単位：人【実対象人数】） 

年度 Ｒ2 Ｒ3 Ｒ4 Ｒ5 Ｒ6 

A 量の見込み 114 112 110 108 106 

B 確保策 114 112 110 108 106 

 

 

⑬多様な主体が新制度に参入することを促進するための事業 

[概 要] 

（巡回支援） 

多様な事業者の能力を活用するため、新規参入事業者への支援を行う事業。 

（特別支援） 

私学助成（特別支援教育経費）や障害児保育事業の対象とならない特別な支援が

必要な子どもを認定こども園で受け入れる場合に、職員の加配に必要な費用を助成

する事業。 

[今後の方針] 

（巡回支援） 

既存施設の活用を基本としていることから、現時点では実施する予定はありません。 
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（特別支援） 

特別な支援が必要な子どもの受け入れを促進するため、国の検討状況を見ながら

検討します。 

なお、長崎市独自の障害児保育対策事業及び発達促進保育特別対策事業において、

支援が必要な子どもを受け入れる認定こども園・保育所・小規模保育事業実施施設

への補助を行っており、今後も継続して実施していきます。 

 

 

３ 子育ての負担軽減 

（１）子育てに関する情報の収集・発信の充実 

主な取組み・事業 内容 担当課 

イーカオの充実 

子育て家庭への支援内容や幼稚園・保育所・放課後

児童クラブなどの情報に加え、子どもが参加できるイ

ベント情報等を掲載し、また、利用者が意見交換など

をしたり、パパママモニターによるホームページへの

意見を聴取するなど、長崎市子育て応援情報サイト「イ

ーカオ」の機能の充実を図り、積極的な情報収集と情

報発信に努めます。 
※イーカオのアドレス https://ekao-ng.jp/ 

子育て支援課 

子育てガイドブッ

クの更新 

子育て家庭への支援内容や幼稚園・保育所・放課後

児童クラブなどの子育てに関する情報を掲載した長崎

市子育てガイドブックを適宜更新し、子育て世帯への

配布を行います。 

子育て支援課 

母子保健事業にお

ける情報提供 

子育て家庭への様々な制度や育児・地域に関する情

報などについて、乳幼児健康診査や育児学級等で情報

提供を行います。 

こども健康課、

各総合事務所地

域福祉課 
 
（２）子育てに関する相談体制の充実 

主な取組み・事業 内容 担当課 

こども総合相談の

周知・充実 

子どもに関する総合相談窓口である「こども総合相
談」について、広報ながさきや相談先を記載したカー
ドを配布すること等により周知を図ります。 
また、専門職を配置するなど相談体制の充実を図り

ます。併せて、若年層の保護者にとって利用しやすい、

メールによる相談を実施します。 

子育て支援課 

親子の心の相談の

実施 

子どもの関わり方に悩んでいる保護者に対して、精
神保健福祉士、小児科医が専門的なアドバイスを行う
「親子の心の相談」を実施します。 

子育て支援課 

子育て世代包括支

援センターにおけ

る相談支援 

保健師等による相談窓口の周知を図り、妊娠・出産・
子育てに関する相談に応じます。また、必要な情報提
供、助言、保健指導を行い、妊娠期から子育て期にわ
たるまでの切れ目ない支援を行います。 

こども健康課、

各総合事務所地

域福祉課 
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（３）子育てを通した仲間づくりの推進 

主な取組み・事業 内容 担当課 

お遊び教室の開催 

民生委員・児童委員等の協力を得ながら、地域の公

民館やふれあいセンター等で「お遊び教室」を開催し、

0 歳から就学前の子ども及び保護者の交流や子育てに

関する相談・助言を行います。 

子育て支援課 

育児学級の実施 

生後２か月から１歳までの第１子とその保護者を対

象に育児学級を開催し、保護者同士の仲間づくりや、

保健師等による育児相談を行います。 

こども健康課、

各総合事務所地

域福祉課 

子育て支援センタ

ーの充実 

概ね３歳未満の乳幼児親子が地域において、交流・

相談できる子育て支援センター及び、長崎市独自の取

組みとして開設した、発達障害者支援に特化した子育

て支援センターを充実します。 

子育て支援課 

 
（４）家庭の子育て力向上の支援 

主な取組み・事業 内容 担当課 

親育ち学びあい講

座の実施 
子育ての精神的負担軽減やしつけの方法等を学ぶ

「親育ち学びあい講座」を実施します。 子育て支援課 

父親への子育て支

援 

家族が協力し合って子育てができる環境をつくるた

め、父親への支援として、妊娠中の両親学級、父親も

対象とする育児学級や父親と就学前児童が参加する

「お遊び教室パパデー」を開催します。 

子育て支援課、

こども健康課、

各総合事務所地

域福祉課 

ファミリー・プログ

ラムの実施 

０歳から 15 歳までの子どもの保護者が子育てにつ

いて語り合い、学び合うワークショップ「ファミリー・

プログラム」を小中学校等で実施します。 

生涯学習課 

子育て応援講座 
公民館や文化センターで子どもを育てる保護者を応

援する講座を実施します。 

各公民館、 

各文化センター 

 
（５）地域や商店街、職場などで子育てを応援する取組みの推進 

主な取組み・事業 内容 担当課 

赤ちゃんの駅の設

置推進 

子育て家庭が子連れで外出する際の負担を軽減する

ための、授乳室やオムツ替えスペースを市民に無料で

開放してくれる施設について企業等に働きかけを行う

とともに、赤ちゃんの駅認定施設をホームページで紹

介し広く周知します。 

子育て支援課 

地域コミュニティ

連絡協議会の設立

及び運営支援 

自治会をはじめ地域の様々な団体が連携し、地域課

題の解決に向けた取組み（地域におけるまちづくり）

を行う地域コミュニティ連絡協議会の設立及び運営支

援を行います。 

地域コミュニテ

ィ推進室、 

中央総合事務所

総務課、 

各総合事務所地

域福祉課（中央

除く）、 

各地域センター

（中央除く）、 

地域支援室 
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0 歳から就学前の子ども及び保護者の交流や子育てに

関する相談・助言を行います。 

子育て支援課 

育児学級の実施 

生後２か月から１歳までの第１子とその保護者を対

象に育児学級を開催し、保護者同士の仲間づくりや、

保健師等による育児相談を行います。 

こども健康課、

各総合事務所地

域福祉課 

子育て支援センタ

ーの充実 

概ね３歳未満の乳幼児親子が地域において、交流・

相談できる子育て支援センター及び、長崎市独自の取

組みとして開設した、発達障害者支援に特化した子育

て支援センターを充実します。 

子育て支援課 

 
（４）家庭の子育て力向上の支援 

主な取組み・事業 内容 担当課 

親育ち学びあい講

座の実施 
子育ての精神的負担軽減やしつけの方法等を学ぶ

「親育ち学びあい講座」を実施します。 子育て支援課 

父親への子育て支

援 

家族が協力し合って子育てができる環境をつくるた

め、父親への支援として、妊娠中の両親学級、父親も

対象とする育児学級や父親と就学前児童が参加する

「お遊び教室パパデー」を開催します。 

子育て支援課、

こども健康課、

各総合事務所地

域福祉課 

ファミリー・プログ

ラムの実施 

０歳から 15 歳までの子どもの保護者が子育てにつ

いて語り合い、学び合うワークショップ「ファミリー・

プログラム」を小中学校等で実施します。 

生涯学習課 

子育て応援講座 
公民館や文化センターで子どもを育てる保護者を応

援する講座を実施します。 

各公民館、 

各文化センター 

 
（５）地域や商店街、職場などで子育てを応援する取組みの推進 

主な取組み・事業 内容 担当課 

赤ちゃんの駅の設

置推進 

子育て家庭が子連れで外出する際の負担を軽減する

ための、授乳室やオムツ替えスペースを市民に無料で

開放してくれる施設について企業等に働きかけを行う

とともに、赤ちゃんの駅認定施設をホームページで紹

介し広く周知します。 

子育て支援課 

地域コミュニティ

連絡協議会の設立

及び運営支援 

自治会をはじめ地域の様々な団体が連携し、地域課

題の解決に向けた取組み（地域におけるまちづくり）

を行う地域コミュニティ連絡協議会の設立及び運営支

援を行います。 

地域コミュニテ

ィ推進室、 

中央総合事務所

総務課、 

各総合事務所地

域福祉課（中央

除く）、 

各地域センター

（中央除く）、 

地域支援室 
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主な取組み・事業 内容 担当課 

まち全体で子育て

家庭を支える仕組

みづくりの検討 

子育て家庭が外出時など、どこでも子育てを応援し

てもらえるよう、地域や商店街、民間企業等の参画に

より、まち全体で子育てを支援する場所の切れ目のな

い仕組みを検討します。 

子育て支援課 

ファミリー・サポー

ト・センター事業の

充実（※再掲） 

地域において育児の援助を行いたい者（まかせて会

員）及び育児の援助を受けたい者（おねがい会員）が

会員となり、地域の中で一時的な子育ての助け合いを

行います。 

子育て支援課 

 

（６）子育てを総合的に支援するための拠点の整備 

主な取組み・事業 内容 担当課 

こどもセンターの

設置 

市民や地域における子育て支援への様々な取組みを

支えながら、子どもや子育て家庭を総合的に支援する

拠点施設となる、（仮称）こどもセンターの設置を進

めます。 

子育て支援課 

 

（７）経済的支援の実施 

主な取組み・事業 内容 担当課 

児童手当の支給 
中学校修了前の児童を養育している保護者に対し、

児童手当を支給し、子育て家庭の経済的負担の軽減を

図ります。 
子育て支援課 

子ども福祉医療費

の助成 

中学校卒業までの児童を対象に、医療費の一部負担
金のうち、子ども福祉医療費の自己負担限度額を差引
いた額を助成します。 
また、全国どこでも同様の助成が受けられるよう長

崎県や国に制度の設立を働きかけます。 

子育て支援課 

助産の実施 
保健上必要があるにもかかわらず、経済的理由によ
り、入院助産を受けることができない妊産婦に対し助
産を行います。 

子育て支援課 

就学援助制度 
経済的理由により就学困難な小中学生の保護者に対
し、学用品費や給食費等の経費の一部を援助します。 

教育委員会総務課 

幼児教育・保育の無

償化 

令和元年 10 月から、子ども・子育て支援法等の一
部改正に伴い、３歳から５歳までの子どもを持つ全世
帯及び０歳から２歳までの子どもを持つ住民税非課税
世帯を対象に、子ども・子育て支援新制度の保育所等
における保育料を無料としています。 
また、無償化に伴い、副食費は保護者の負担となり
ましたが、子どもが通う施設間での公平性を保つとと
もに、保護者がこれまで負担していた額を超える負担
をしないよう、また、通園する施設により丌公平とな
らないよう、国の負担軽減策に加え、市独自の支援策
を講じています。 

幼児課 

ひとり親家庭への

経済的支援 

ひとり親家庭への経済的支援として、児童扶養手当
の支給、医療費の助成、必要な資金の貸付等を行いま
す。 

子育て支援課 
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主な取組み・事業 内容 担当課 

まち全体で子育て

家庭を支える仕組

みづくりの検討 

子育て家庭が外出時など、どこでも子育てを応援し

てもらえるよう、地域や商店街、民間企業等の参画に

より、まち全体で子育てを支援する場所の切れ目のな

い仕組みを検討します。 

子育て支援課 

ファミリー・サポー

ト・センター事業の

充実（※再掲） 

地域において育児の援助を行いたい者（まかせて会

員）及び育児の援助を受けたい者（おねがい会員）が

会員となり、地域の中で一時的な子育ての助け合いを

行います。 

子育て支援課 

 

（６）子育てを総合的に支援するための拠点の整備 

主な取組み・事業 内容 担当課 

こどもセンターの

設置 

市民や地域における子育て支援への様々な取組みを

支えながら、子どもや子育て家庭を総合的に支援する

拠点施設となる、（仮称）こどもセンターの設置を進

めます。 

子育て支援課 

 

（７）経済的支援の実施 

主な取組み・事業 内容 担当課 

児童手当の支給 
中学校修了前の児童を養育している保護者に対し、

児童手当を支給し、子育て家庭の経済的負担の軽減を

図ります。 
子育て支援課 

子ども福祉医療費

の助成 

中学校卒業までの児童を対象に、医療費の一部負担
金のうち、子ども福祉医療費の自己負担限度額を差引
いた額を助成します。 
また、全国どこでも同様の助成が受けられるよう長

崎県や国に制度の設立を働きかけます。 

子育て支援課 

助産の実施 
保健上必要があるにもかかわらず、経済的理由によ
り、入院助産を受けることができない妊産婦に対し助
産を行います。 

子育て支援課 

就学援助制度 
経済的理由により就学困難な小中学生の保護者に対
し、学用品費や給食費等の経費の一部を援助します。 

教育委員会総務課 

幼児教育・保育の無

償化 

令和元年 10 月から、子ども・子育て支援法等の一
部改正に伴い、３歳から５歳までの子どもを持つ全世
帯及び０歳から２歳までの子どもを持つ住民税非課税
世帯を対象に、子ども・子育て支援新制度の保育所等
における保育料を無料としています。 
また、無償化に伴い、副食費は保護者の負担となり
ましたが、子どもが通う施設間での公平性を保つとと
もに、保護者がこれまで負担していた額を超える負担
をしないよう、また、通園する施設により丌公平とな
らないよう、国の負担軽減策に加え、市独自の支援策
を講じています。 

幼児課 

ひとり親家庭への

経済的支援 

ひとり親家庭への経済的支援として、児童扶養手当
の支給、医療費の助成、必要な資金の貸付等を行いま
す。 

子育て支援課 
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（３）子育てを通した仲間づくりの推進 

主な取組み・事業 内容 担当課 

お遊び教室の開催 

民生委員・児童委員等の協力を得ながら、地域の公

民館やふれあいセンター等で「お遊び教室」を開催し、

0 歳から就学前の子ども及び保護者の交流や子育てに

関する相談・助言を行います。 

子育て支援課 

育児学級の実施 

生後２か月から１歳までの第１子とその保護者を対

象に育児学級を開催し、保護者同士の仲間づくりや、

保健師等による育児相談を行います。 

こども健康課、

各総合事務所地

域福祉課 

子育て支援センタ

ーの充実 

概ね３歳未満の乳幼児親子が地域において、交流・

相談できる子育て支援センター及び、長崎市独自の取

組みとして開設した、発達障害者支援に特化した子育

て支援センターを充実します。 

子育て支援課 

 
（４）家庭の子育て力向上の支援 

主な取組み・事業 内容 担当課 

親育ち学びあい講

座の実施 
子育ての精神的負担軽減やしつけの方法等を学ぶ

「親育ち学びあい講座」を実施します。 子育て支援課 

父親への子育て支

援 

家族が協力し合って子育てができる環境をつくるた

め、父親への支援として、妊娠中の両親学級、父親も

対象とする育児学級や父親と就学前児童が参加する

「お遊び教室パパデー」を開催します。 

子育て支援課、

こども健康課、

各総合事務所地

域福祉課 

ファミリー・プログ

ラムの実施 

０歳から 15 歳までの子どもの保護者が子育てにつ

いて語り合い、学び合うワークショップ「ファミリー・

プログラム」を小中学校等で実施します。 

生涯学習課 

子育て応援講座 
公民館や文化センターで子どもを育てる保護者を応

援する講座を実施します。 

各公民館、 

各文化センター 

 
（５）地域や商店街、職場などで子育てを応援する取組みの推進 

主な取組み・事業 内容 担当課 

赤ちゃんの駅の設

置推進 

子育て家庭が子連れで外出する際の負担を軽減する

ための、授乳室やオムツ替えスペースを市民に無料で

開放してくれる施設について企業等に働きかけを行う

とともに、赤ちゃんの駅認定施設をホームページで紹

介し広く周知します。 

子育て支援課 

地域コミュニティ

連絡協議会の設立

及び運営支援 

自治会をはじめ地域の様々な団体が連携し、地域課

題の解決に向けた取組み（地域におけるまちづくり）

を行う地域コミュニティ連絡協議会の設立及び運営支

援を行います。 

地域コミュニテ

ィ推進室、 

中央総合事務所

総務課、 

各総合事務所地

域福祉課（中央

除く）、 

各地域センター

（中央除く）、 

地域支援室 
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４ 子どもの育ちへの支援 

（１）子どもが遊び・学ぶ場の充実 

主な取組み・事業 内容 担当課 

全天候型子ども遊

戯施設の整備 

子どもたちが豊かな自然環境の中で思いっきり遊

び、成長できるよう「あぐりの丘」に全天候型子ども

遊戯施設を整備します。 

子育て支援課 

放課後子ども教室

の推進 

全ての小学生が、放課後や週末に色々な活動が体験

できる「放課後子ども教室」を市内全小学校区で実施

することを目指すとともに、そのうち、半数（34 箇

所）以上で放課後児童クラブと放課後子ども教室の一

体型を実施することを目指します。 

こどもみらい課 

放課後児童クラブ

と放課後子ども教

室の一体型の推進

方策 

放課後児童クラブと放課後子ども教室の一体型の実

施にあたっては、放課後児童クラブの支援員と放課後

子ども教室のコーディネーターが連携して、プログラ

ムの企画段階から内容・実施日等を検討できるよう、

必要に応じて、打ち合わせができる場を設けます。ま

た、こども部、教育委員会及び学校で連携し、余裕教

室の活用等について、協議を行うとともに、実施にあ

たっての責任体制を文書化するなど明確にします。 

こどもみらい課 

青尐年育成協議会

の支援 

地域において青尐年を健全に育成するために、様々

な体験・交流活動等を実施する青尐年育成協議会を支

援します。 

こどもみらい課 

人材育成 
地域での体験・交流活動を支える指導者の養成を行

います。 
こどもみらい課 

夏休み子ども講座

等の公民館講座 

子どもたちが気軽に参加し、交流できる学習の場を

設けます。 

各公民館、 

各文化センター 

中高生と乳幼児の

ふれあい体験 

中高生が乳幼児とふれあい、子育ての楽しさや難し

さを実感する機会を設けるため、「お遊び教室」への

参加を促します。 

子育て支援課 

薬物や性感染症へ

の知識普及 

薬物乱用防止教育の充実を図るとともに、エイズや

性感染症への知識の普及啓発を図ります。 

健康教育課、 

地域保健課 

 
（２）子どもの安全対策の推進 

主な取組み・事業 内容 担当課 
子どもを守るネッ

トワーク活動の支

援 

地域の力を結集して子どもたちの安全を確保する取

組みを行っている「小学校区子どもを守るネットワー

ク」の活動を支援します。 
こどもみらい課 

尐年センター活動 

青尐年の非行防止と健全育成のために、学校や関係

機関・団体等と連携を深めながら、補導活動、相談活

動、環境浄化活動を行うとともに、情報の収集・分析・

提供を行います。 

こどもみらい課 

メディア利用のル

ールづくり 

ＰＴＡ連合会と連携し、スマートフォンや携帯電話

等のメディア利用のルールづくりとその遵守につい

て、保護者への啓発活動に取り組みます。 

生涯学習課 
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４ 子どもの育ちへの支援 

（１）子どもが遊び・学ぶ場の充実 

主な取組み・事業 内容 担当課 

全天候型子ども遊

戯施設の整備 

子どもたちが豊かな自然環境の中で思いっきり遊

び、成長できるよう「あぐりの丘」に全天候型子ども

遊戯施設を整備します。 

子育て支援課 

放課後子ども教室

の推進 

全ての小学生が、放課後や週末に色々な活動が体験

できる「放課後子ども教室」を市内全小学校区で実施

することを目指すとともに、そのうち、半数（34 箇

所）以上で放課後児童クラブと放課後子ども教室の一

体型を実施することを目指します。 

こどもみらい課 

放課後児童クラブ

と放課後子ども教

室の一体型の推進

方策 

放課後児童クラブと放課後子ども教室の一体型の実

施にあたっては、放課後児童クラブの支援員と放課後

子ども教室のコーディネーターが連携して、プログラ

ムの企画段階から内容・実施日等を検討できるよう、

必要に応じて、打ち合わせができる場を設けます。ま

た、こども部、教育委員会及び学校で連携し、余裕教

室の活用等について、協議を行うとともに、実施にあ

たっての責任体制を文書化するなど明確にします。 

こどもみらい課 

青尐年育成協議会

の支援 

地域において青尐年を健全に育成するために、様々

な体験・交流活動等を実施する青尐年育成協議会を支

援します。 

こどもみらい課 

人材育成 
地域での体験・交流活動を支える指導者の養成を行

います。 
こどもみらい課 

夏休み子ども講座

等の公民館講座 

子どもたちが気軽に参加し、交流できる学習の場を

設けます。 

各公民館、 

各文化センター 

中高生と乳幼児の

ふれあい体験 

中高生が乳幼児とふれあい、子育ての楽しさや難し

さを実感する機会を設けるため、「お遊び教室」への

参加を促します。 

子育て支援課 

薬物や性感染症へ

の知識普及 

薬物乱用防止教育の充実を図るとともに、エイズや

性感染症への知識の普及啓発を図ります。 

健康教育課、 

地域保健課 

 
（２）子どもの安全対策の推進 

主な取組み・事業 内容 担当課 
子どもを守るネッ

トワーク活動の支

援 

地域の力を結集して子どもたちの安全を確保する取

組みを行っている「小学校区子どもを守るネットワー

ク」の活動を支援します。 
こどもみらい課 

尐年センター活動 

青尐年の非行防止と健全育成のために、学校や関係

機関・団体等と連携を深めながら、補導活動、相談活

動、環境浄化活動を行うとともに、情報の収集・分析・

提供を行います。 

こどもみらい課 

メディア利用のル

ールづくり 

ＰＴＡ連合会と連携し、スマートフォンや携帯電話

等のメディア利用のルールづくりとその遵守につい

て、保護者への啓発活動に取り組みます。 

生涯学習課 
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５ 母と子の健康への支援（長崎市母子保健計画） 

（１）妊娠・出産・育児への切れ目ない支援 

主な取組み・事業 内容 担当課 
子育て世代包括支

援センターにおけ

る相談支援 

（※再掲） 

保健師等による相談窓口の周知を図り、妊娠・出産・

子育てに関する相談に応じます。また、必要な情報提

供、助言、保健指導を行い、妊娠期から子育て期にわ

たるまでの切れ目ない支援を行います。 

こども健康課、

各総合事務所地

域福祉課 

母子健康手帳の交

付と保健指導 

母子健康手帱を交付し、母子の健康管理を促すとと

もに、すべての妊婦の状況を把握するため、保健師等

による相談支援や保健指導を推進します。 

こども健康課、

各総合事務所地

域福祉課 

妊産婦健康診査 

（※再掲） 

妊婦一般健康診査（14 回）及び産婦健康診査（2
回）を実施します。 
適切な時期の妊婦健康診査受診を促進するために、

早期母子健康手帱取得の周知啓発や、継続して定期受

診ができるよう関係機関と連携して必要な支援を行い

ます。また、産婦健康診査については、助成制度の周

知啓発を引き続き行います。 

こども健康課、

各総合事務所地

域福祉課 

産前産後の支援 
相談支援事業や産婦健康診査等により、支援の必要
な妊産婦を早期に発見し、産科医療機関等と連携しな
がら、必要な支援を行います。 

こども健康課、

各総合事務所地

域福祉課 

訪問や教室による

育児への支援 

妊娠や出産により丌安を抱える妊産婦や乳幼児など
に、適切な訪問指導を行います。また、各種教室の開
催により、保護者の育児丌安の軽減や育児に対する正
しい知識の普及に努めます。 

こども健康課、

各総合事務所地

域福祉課 

不妊への支援 
特定丌妊治療にかかる相談や治療費の助成を行い、
子どもを望む夫婦への支援を行います。 

こども健康課 

 
（２）子どもの健やかな成長への支援 

主な取組み・事業 内容 担当課 

健康診査等の実施 

乳幼児の健康診査の受診を勧奨し、未受診者への早
期対応を行うことで乳幼児の健康管理を促します。 
精神・運動発達上の支援が必要な幼児とその保護者
を対象に教室を開催し、集団遊びや発達相談の場を提
供します。また必要時には発達健康診査等を勧奨し、
専門的な支援につなぎます。 
幼児期の歯科健康診査、歯科口腔保健指導などを行

い、子どもの歯の健康を守ります。 

こども健康課、

各総合事務所地

域福祉課 

予防接種の実施 
伝染のおそれがある疾病の発生及びまん延を予防す
るため、予防接種について周知し、定期接種を勧奨し
ます。 

こども健康課 

小児医療に対する

支援 

乳幼児の健康管理を継続的に行うため、保護者に対
して「かかりつけ医」を持つことの重要性を啓発しま
す。 
また、未熟児養育医療費や自立支援医療（育成医療）
費、小児慢性特定疾病医療費などの助成を行います。 

こども健康課 
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５ 母と子の健康への支援（長崎市母子保健計画） 

（１）妊娠・出産・育児への切れ目ない支援 

主な取組み・事業 内容 担当課 
子育て世代包括支

援センターにおけ

る相談支援 

（※再掲） 

保健師等による相談窓口の周知を図り、妊娠・出産・

子育てに関する相談に応じます。また、必要な情報提

供、助言、保健指導を行い、妊娠期から子育て期にわ

たるまでの切れ目ない支援を行います。 

こども健康課、

各総合事務所地

域福祉課 

母子健康手帳の交

付と保健指導 

母子健康手帱を交付し、母子の健康管理を促すとと

もに、すべての妊婦の状況を把握するため、保健師等

による相談支援や保健指導を推進します。 

こども健康課、

各総合事務所地

域福祉課 

妊産婦健康診査 

（※再掲） 

妊婦一般健康診査（14 回）及び産婦健康診査（2
回）を実施します。 
適切な時期の妊婦健康診査受診を促進するために、

早期母子健康手帱取得の周知啓発や、継続して定期受

診ができるよう関係機関と連携して必要な支援を行い

ます。また、産婦健康診査については、助成制度の周

知啓発を引き続き行います。 

こども健康課、

各総合事務所地

域福祉課 

産前産後の支援 
相談支援事業や産婦健康診査等により、支援の必要
な妊産婦を早期に発見し、産科医療機関等と連携しな
がら、必要な支援を行います。 

こども健康課、

各総合事務所地

域福祉課 

訪問や教室による

育児への支援 

妊娠や出産により丌安を抱える妊産婦や乳幼児など
に、適切な訪問指導を行います。また、各種教室の開
催により、保護者の育児丌安の軽減や育児に対する正
しい知識の普及に努めます。 

こども健康課、

各総合事務所地

域福祉課 

不妊への支援 
特定丌妊治療にかかる相談や治療費の助成を行い、
子どもを望む夫婦への支援を行います。 

こども健康課 

 
（２）子どもの健やかな成長への支援 

主な取組み・事業 内容 担当課 

健康診査等の実施 

乳幼児の健康診査の受診を勧奨し、未受診者への早
期対応を行うことで乳幼児の健康管理を促します。 
精神・運動発達上の支援が必要な幼児とその保護者
を対象に教室を開催し、集団遊びや発達相談の場を提
供します。また必要時には発達健康診査等を勧奨し、
専門的な支援につなぎます。 
幼児期の歯科健康診査、歯科口腔保健指導などを行

い、子どもの歯の健康を守ります。 

こども健康課、

各総合事務所地

域福祉課 

予防接種の実施 
伝染のおそれがある疾病の発生及びまん延を予防す
るため、予防接種について周知し、定期接種を勧奨し
ます。 

こども健康課 

小児医療に対する

支援 

乳幼児の健康管理を継続的に行うため、保護者に対
して「かかりつけ医」を持つことの重要性を啓発しま
す。 
また、未熟児養育医療費や自立支援医療（育成医療）
費、小児慢性特定疾病医療費などの助成を行います。 

こども健康課 
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４ 子どもの育ちへの支援 

（１）子どもが遊び・学ぶ場の充実 

主な取組み・事業 内容 担当課 

全天候型子ども遊

戯施設の整備 

子どもたちが豊かな自然環境の中で思いっきり遊

び、成長できるよう「あぐりの丘」に全天候型子ども

遊戯施設を整備します。 

子育て支援課 

放課後子ども教室

の推進 

全ての小学生が、放課後や週末に色々な活動が体験

できる「放課後子ども教室」を市内全小学校区で実施

することを目指すとともに、そのうち、半数（34 箇

所）以上で放課後児童クラブと放課後子ども教室の一

体型を実施することを目指します。 

こどもみらい課 

放課後児童クラブ

と放課後子ども教

室の一体型の推進

方策 

放課後児童クラブと放課後子ども教室の一体型の実

施にあたっては、放課後児童クラブの支援員と放課後

子ども教室のコーディネーターが連携して、プログラ

ムの企画段階から内容・実施日等を検討できるよう、

必要に応じて、打ち合わせができる場を設けます。ま

た、こども部、教育委員会及び学校で連携し、余裕教

室の活用等について、協議を行うとともに、実施にあ

たっての責任体制を文書化するなど明確にします。 

こどもみらい課 

青尐年育成協議会

の支援 

地域において青尐年を健全に育成するために、様々

な体験・交流活動等を実施する青尐年育成協議会を支

援します。 

こどもみらい課 

人材育成 
地域での体験・交流活動を支える指導者の養成を行

います。 
こどもみらい課 

夏休み子ども講座

等の公民館講座 

子どもたちが気軽に参加し、交流できる学習の場を

設けます。 

各公民館、 

各文化センター 

中高生と乳幼児の

ふれあい体験 

中高生が乳幼児とふれあい、子育ての楽しさや難し

さを実感する機会を設けるため、「お遊び教室」への

参加を促します。 

子育て支援課 

薬物や性感染症へ

の知識普及 

薬物乱用防止教育の充実を図るとともに、エイズや

性感染症への知識の普及啓発を図ります。 

健康教育課、 

地域保健課 

 
（２）子どもの安全対策の推進 

主な取組み・事業 内容 担当課 
子どもを守るネッ

トワーク活動の支

援 

地域の力を結集して子どもたちの安全を確保する取

組みを行っている「小学校区子どもを守るネットワー

ク」の活動を支援します。 
こどもみらい課 

尐年センター活動 

青尐年の非行防止と健全育成のために、学校や関係

機関・団体等と連携を深めながら、補導活動、相談活

動、環境浄化活動を行うとともに、情報の収集・分析・

提供を行います。 

こどもみらい課 

メディア利用のル

ールづくり 

ＰＴＡ連合会と連携し、スマートフォンや携帯電話

等のメディア利用のルールづくりとその遵守につい

て、保護者への啓発活動に取り組みます。 

生涯学習課 
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６ 児童虐待等の防止 

（１）虐待・いじめ等の発生予防 

主な取組み・事業 内容 担当課 

子どもを守る条例

の周知・啓発 

虐待やいじめ等から子どもたちを市民一丸となって

守るために制定した「長崎市子どもを守る条例」につ

いて、出前講座やリーフレットの配布などを行い周

知・啓発を図ります。 

子育て支援課 

こども総合相談の

周知・充実（※再掲） 

虐待やいじめ、子育てに関する総合相談窓口である

「こども総合相談」について、広報ながさきや相談先

を記載したカードを配布すること等により周知を図り

ます。また、専門職を配置するなど相談体制の充実を

図ります。併せて、若年層の保護者にとって利用しや

すい、メールによる相談を実施します。 

子育て支援課 

親子の心の相談の

実施（※再掲） 

子どもの関わり方に悩んでいる保護者に対して、精

神保健福祉士、小児科医が専門的なアドバイスを行う

「親子の心の相談」を実施します。 

子育て支援課 

親育ち学びあい講

座の実施（※再掲） 

子育ての精神的負担軽減やしつけの方法等を学ぶ

「親育ち学びあい講座」を実施し、児童虐待の防止に

つなげます。 

子育て支援課 

養育支援訪問事業

の実施（※再掲） 

出産後間もない時期や、さまざまな要因により養育

が困難になっている家庭に対して、育児についての技

術的助言や指導、家事援助等の支援を行い、児童虐待

を未然に防止します。 

こども健康課、

各総合事務所地

域福祉課 

子育て世代包括支

援センターにおけ

る相談支援 

（※再掲） 

保健師等による相談窓口の周知を図り、妊娠・出産・

子育てに関する相談に応じます。また、必要な情報提

供、助言、保健指導を行い、妊娠期から子育て期にわ

たるまでの切れ目ない支援を行います。 

こども健康課、

各総合事務所地

域福祉課 

 
（２）早期発見・早期対応への支援体制の充実 

主な取組み・事業 内容 担当課 

子ども家庭総合支

援拠点による支援

の充実 

すべての子どもとその家庭及び妊産婦を対象に、子

ども等に関する相談全般から、社会福祉士、臨床心理

士などによる専門的な相談対応や継続的な訪問を行

い、具体的な寄り添い型の支援を行います。 

子育て支援課 

早期発見、早期対応 

乳幼児健康診査の場や保育所、幼稚園、小中学校等

と連携し、虐待やいじめ等の早期発見、早期対応に努

めます。 

子育て支援課 

関係機関との連携、

職員の資質向上 

長崎市親子支援ネットワーク地域協議会（長崎市要

保護児童対策地域協議会）及び長崎市子どもを守る連

絡協議会を中心に、学校、警察、児童相談所、配偶者

暴力相談支援センター等の関係機関と連携を図るとと

もに、研修や事例検討を通して関係者の資質向上を図

ります。 

子育て支援課 
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６ 児童虐待等の防止 

（１）虐待・いじめ等の発生予防 

主な取組み・事業 内容 担当課 

子どもを守る条例

の周知・啓発 

虐待やいじめ等から子どもたちを市民一丸となって

守るために制定した「長崎市子どもを守る条例」につ

いて、出前講座やリーフレットの配布などを行い周

知・啓発を図ります。 

子育て支援課 

こども総合相談の

周知・充実（※再掲） 

虐待やいじめ、子育てに関する総合相談窓口である

「こども総合相談」について、広報ながさきや相談先

を記載したカードを配布すること等により周知を図り

ます。また、専門職を配置するなど相談体制の充実を

図ります。併せて、若年層の保護者にとって利用しや

すい、メールによる相談を実施します。 

子育て支援課 

親子の心の相談の

実施（※再掲） 

子どもの関わり方に悩んでいる保護者に対して、精

神保健福祉士、小児科医が専門的なアドバイスを行う

「親子の心の相談」を実施します。 

子育て支援課 

親育ち学びあい講

座の実施（※再掲） 

子育ての精神的負担軽減やしつけの方法等を学ぶ

「親育ち学びあい講座」を実施し、児童虐待の防止に

つなげます。 

子育て支援課 

養育支援訪問事業

の実施（※再掲） 

出産後間もない時期や、さまざまな要因により養育

が困難になっている家庭に対して、育児についての技

術的助言や指導、家事援助等の支援を行い、児童虐待

を未然に防止します。 

こども健康課、

各総合事務所地

域福祉課 

子育て世代包括支

援センターにおけ

る相談支援 

（※再掲） 

保健師等による相談窓口の周知を図り、妊娠・出産・

子育てに関する相談に応じます。また、必要な情報提

供、助言、保健指導を行い、妊娠期から子育て期にわ

たるまでの切れ目ない支援を行います。 

こども健康課、

各総合事務所地

域福祉課 

 
（２）早期発見・早期対応への支援体制の充実 

主な取組み・事業 内容 担当課 

子ども家庭総合支

援拠点による支援

の充実 

すべての子どもとその家庭及び妊産婦を対象に、子

ども等に関する相談全般から、社会福祉士、臨床心理

士などによる専門的な相談対応や継続的な訪問を行

い、具体的な寄り添い型の支援を行います。 

子育て支援課 

早期発見、早期対応 

乳幼児健康診査の場や保育所、幼稚園、小中学校等

と連携し、虐待やいじめ等の早期発見、早期対応に努

めます。 

子育て支援課 

関係機関との連携、

職員の資質向上 

長崎市親子支援ネットワーク地域協議会（長崎市要

保護児童対策地域協議会）及び長崎市子どもを守る連

絡協議会を中心に、学校、警察、児童相談所、配偶者

暴力相談支援センター等の関係機関と連携を図るとと

もに、研修や事例検討を通して関係者の資質向上を図

ります。 

子育て支援課 
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主な取組み・事業 内容 担当課 

乳児家庭全戸訪問

事業の実施 

（※再掲） 

生後４か月までの乳児がいる家庭を民生委員・児童

委員等が訪問し、子育てに関する情報の提供や、子育

ての状況を把握することで、支援が必要な家庭を早期

に発見し、保健師の訪問などにつなぎます。 

こども健康課、

各総合事務所地

域福祉課 

 
 

７ ひとり親家庭への支援 （長崎市ひとり親家庭等自立促進計画） 

（１）生活の支援 

主な取組み・事業 内容 担当課 

母子・父子自立支援

員による相談 
母子・父子自立支援員を配置し、母子家庭・父子家

庭等の生活指導や相談・助言を実施します。 子育て支援課 

日常生活支援 

ひとり親家庭の保護者及び寡婦が病気や本人の就学

などの事由により一時的に日常生活に支障が生じてい

る場合に、家庭生活支援員を派遣し、家事や育児など

の日常生活の支援を行います。 

子育て支援課 

母子生活支援施設 

母子生活支援施設において、配偶者のない女子、又

はこれに準ずる事情にある女子及びその者の監護すべ

き児童を入所させ保護するとともに、自立促進のため

に生活を支援します。併せて、退所者についても相談

その他の援助を行います。 

子育て支援課 

保育所への優先的

入所 

ひとり親家庭が安心して就労・求職活動ができるよ

う、継続して優先的入所選考を実施します。 
幼児課 

市営住宅への優先

的入居 

ひとり親家庭等の市営住宅への優先的入居を実施し

ます。 
住宅課 

 
（２）経済的支援 

主な取組み・事業 内容 担当課 

児童扶養手当の支

給 

ひとり親家庭等に対し、児童が育成される家庭の生

活の安定と自立の促進に寄不するため、所得状況に応

じ児童扶養手当を支給します。 
子育て支援課 

ひとり親家庭・寡婦

福祉医療費の助成 

20 歳未満の子を監護するひとり親家庭の母・父及

びひとり親家庭の母・父に監護されている 18 歳未満

の子（父母のない 18 歳未満の子も含む）、寡婦に対

し、所得状況に応じて医療費の一部負担金のうち、ひ

とり親家庭・寡婦福祉医療費の自己負担限度額を差し

引いた額を助成します。 

子育て支援課 

母子父子寡婦福祉

資金貸付金 

ひとり親家庭等に対し、児童の修学や自身の技能習

得等に必要な資金を貸し付け、経済的自立を支援しま

す。 

子育て支援課 

保育料等の減免 

ひとり親家庭等の世帯で、一定の要件を満たす場合

には、保育料及び放課後児童クラブの利用料を減免し

ます。また、保育所保育料等の決定については、未婚

のひとり親家庭の父または母においても所得税法上の

寡婦（夫）控除を「みなし適用」します。 

幼児課、 

こどもみらい課、 

子育て支援課 
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主な取組み・事業 内容 担当課 

乳児家庭全戸訪問

事業の実施 

（※再掲） 

生後４か月までの乳児がいる家庭を民生委員・児童

委員等が訪問し、子育てに関する情報の提供や、子育

ての状況を把握することで、支援が必要な家庭を早期

に発見し、保健師の訪問などにつなぎます。 

こども健康課、

各総合事務所地

域福祉課 

 
 

７ ひとり親家庭への支援 （長崎市ひとり親家庭等自立促進計画） 

（１）生活の支援 

主な取組み・事業 内容 担当課 

母子・父子自立支援

員による相談 
母子・父子自立支援員を配置し、母子家庭・父子家

庭等の生活指導や相談・助言を実施します。 子育て支援課 

日常生活支援 

ひとり親家庭の保護者及び寡婦が病気や本人の就学

などの事由により一時的に日常生活に支障が生じてい

る場合に、家庭生活支援員を派遣し、家事や育児など

の日常生活の支援を行います。 

子育て支援課 

母子生活支援施設 

母子生活支援施設において、配偶者のない女子、又

はこれに準ずる事情にある女子及びその者の監護すべ

き児童を入所させ保護するとともに、自立促進のため

に生活を支援します。併せて、退所者についても相談

その他の援助を行います。 

子育て支援課 

保育所への優先的

入所 

ひとり親家庭が安心して就労・求職活動ができるよ

う、継続して優先的入所選考を実施します。 
幼児課 

市営住宅への優先

的入居 

ひとり親家庭等の市営住宅への優先的入居を実施し

ます。 
住宅課 

 
（２）経済的支援 

主な取組み・事業 内容 担当課 

児童扶養手当の支

給 

ひとり親家庭等に対し、児童が育成される家庭の生

活の安定と自立の促進に寄不するため、所得状況に応

じ児童扶養手当を支給します。 
子育て支援課 

ひとり親家庭・寡婦

福祉医療費の助成 

20 歳未満の子を監護するひとり親家庭の母・父及

びひとり親家庭の母・父に監護されている 18 歳未満

の子（父母のない 18 歳未満の子も含む）、寡婦に対

し、所得状況に応じて医療費の一部負担金のうち、ひ

とり親家庭・寡婦福祉医療費の自己負担限度額を差し

引いた額を助成します。 

子育て支援課 

母子父子寡婦福祉

資金貸付金 

ひとり親家庭等に対し、児童の修学や自身の技能習

得等に必要な資金を貸し付け、経済的自立を支援しま

す。 

子育て支援課 

保育料等の減免 

ひとり親家庭等の世帯で、一定の要件を満たす場合

には、保育料及び放課後児童クラブの利用料を減免し

ます。また、保育所保育料等の決定については、未婚

のひとり親家庭の父または母においても所得税法上の

寡婦（夫）控除を「みなし適用」します。 

幼児課、 

こどもみらい課、 

子育て支援課 
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６ 児童虐待等の防止 

（１）虐待・いじめ等の発生予防 

主な取組み・事業 内容 担当課 

子どもを守る条例

の周知・啓発 

虐待やいじめ等から子どもたちを市民一丸となって

守るために制定した「長崎市子どもを守る条例」につ

いて、出前講座やリーフレットの配布などを行い周

知・啓発を図ります。 

子育て支援課 

こども総合相談の

周知・充実（※再掲） 

虐待やいじめ、子育てに関する総合相談窓口である

「こども総合相談」について、広報ながさきや相談先

を記載したカードを配布すること等により周知を図り

ます。また、専門職を配置するなど相談体制の充実を

図ります。併せて、若年層の保護者にとって利用しや

すい、メールによる相談を実施します。 

子育て支援課 

親子の心の相談の

実施（※再掲） 

子どもの関わり方に悩んでいる保護者に対して、精

神保健福祉士、小児科医が専門的なアドバイスを行う

「親子の心の相談」を実施します。 

子育て支援課 

親育ち学びあい講

座の実施（※再掲） 

子育ての精神的負担軽減やしつけの方法等を学ぶ

「親育ち学びあい講座」を実施し、児童虐待の防止に

つなげます。 

子育て支援課 

養育支援訪問事業

の実施（※再掲） 

出産後間もない時期や、さまざまな要因により養育

が困難になっている家庭に対して、育児についての技

術的助言や指導、家事援助等の支援を行い、児童虐待

を未然に防止します。 

こども健康課、

各総合事務所地

域福祉課 

子育て世代包括支

援センターにおけ

る相談支援 

（※再掲） 

保健師等による相談窓口の周知を図り、妊娠・出産・

子育てに関する相談に応じます。また、必要な情報提

供、助言、保健指導を行い、妊娠期から子育て期にわ

たるまでの切れ目ない支援を行います。 

こども健康課、

各総合事務所地

域福祉課 

 
（２）早期発見・早期対応への支援体制の充実 

主な取組み・事業 内容 担当課 

子ども家庭総合支

援拠点による支援

の充実 

すべての子どもとその家庭及び妊産婦を対象に、子

ども等に関する相談全般から、社会福祉士、臨床心理

士などによる専門的な相談対応や継続的な訪問を行

い、具体的な寄り添い型の支援を行います。 

子育て支援課 

早期発見、早期対応 

乳幼児健康診査の場や保育所、幼稚園、小中学校等

と連携し、虐待やいじめ等の早期発見、早期対応に努

めます。 

子育て支援課 

関係機関との連携、

職員の資質向上 

長崎市親子支援ネットワーク地域協議会（長崎市要

保護児童対策地域協議会）及び長崎市子どもを守る連

絡協議会を中心に、学校、警察、児童相談所、配偶者

暴力相談支援センター等の関係機関と連携を図るとと

もに、研修や事例検討を通して関係者の資質向上を図

ります。 

子育て支援課 
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（３）就業の支援 

主な取組み・事業 内容 担当課 

母子・父子自立支援

プログラムの策定 

母子・父子自立支援プログラム策定員が、ひとり親

家庭の父または母に面接を行い、個々のケースに応じ

た自立支援計画を策定して、就業する上での様々な悩

みや問題の解決を図り、きめ細やかで継続的な就労支

援を実施します。 

子育て支援課 

資格取得等への支

援 

介護職員初任者研修等の教育訓練講座を受講する者

や、看護師等の資格取得のため養成機関で１年以上修

業する者に対し給付金（自立支援教育訓練給付金、高

等職業訓練促進給付金）を支給し、能力開発や資格取

得を支援します。 

子育て支援課 

ひとり親家庭等自

立促進センターの

運営 

長崎県と共同で長崎県ひとり親家庭等自立促進セン

ターを運営し、就業支援及び専門家による相談を実施

し、ひとり親家庭等の自立を総合的に支援します。 

子育て支援課 

関係機関との連携 

求人情報や各事業の情報を円滑に取得・提供するた

めに、ハローワーク、マザーズコーナー5やながさき就

職支援ルーム6等との連携を図ります。 

子育て支援課 

 
 

８ 障害児への支援 

（１）障害児支援の充実 

主な取組み・事業 内容 担当課 

教育・保育施設での

受け入れ促進 

保育所等において、精神・身体に障害又は発達遅滞
のある乳幼児を受け入れ、健常児とともに保育を行い、
心身の発達を促すとともに、障害のある乳幼児等を受
け入れている保育所等に対する助成を行い、受入れ施
設の拡充を図ります。 

また、医療的ケアが必要な児童7を保育所等で受け入

れるための支援体制の構築等について検討を進めてい

きます。 

幼児課 

放課後児童クラブ

での受け入れ促進 
障害児を受け入れている放課後児童クラブに対し、
助成を行い、障害児の受け入れを促進します。 

こどもみらい課 

                                                  
5 マザーズコーナー：子育てをしながら就職を希望している方に対して、キッズコーナーの設置など子ども連れで来所しやすい環境を

整備し、予約による担当者制の職業相談、地方公共団体等との連携による保育所等の情報提供、仕事と子育ての

両立がしやすい求人情報の提供など、総合的かつ一貫した就職支援を行う。 
6 ながさき就職支援ルーム：ワンストップ型の就労支援を行うため長崎市役所内に設置したハローワーク長崎の常設窓口 
7 医療的ケアが必要な児童：医学の進歩を背景として、NICU（新生児集中治療室）等に長期入院した後、引き続き人工呼吸器や胃ろう

等を使用し、たんの吸引や経管栄養などの医療的ケアが日常的に必要な障害児のこと。 
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（３）就業の支援 

主な取組み・事業 内容 担当課 

母子・父子自立支援

プログラムの策定 

母子・父子自立支援プログラム策定員が、ひとり親

家庭の父または母に面接を行い、個々のケースに応じ

た自立支援計画を策定して、就業する上での様々な悩

みや問題の解決を図り、きめ細やかで継続的な就労支

援を実施します。 

子育て支援課 

資格取得等への支

援 

介護職員初任者研修等の教育訓練講座を受講する者

や、看護師等の資栺取得のため養成機関で１年以上修

業する者に対し給付金（自立支援教育訓練給付金、高

等職業訓練促進給付金）を支給し、能力開発や資栺取

得を支援します。 

子育て支援課 

ひとり親家庭等自

立促進センターの

運営 

長崎県と共同で長崎県ひとり親家庭等自立促進セン

ターを運営し、就業支援及び専門家による相談を実施

し、ひとり親家庭等の自立を総合的に支援します。 

子育て支援課 

関係機関との連携 

求人情報や各事業の情報を円滑に取得・提供するた

めに、ハローワーク、マザーズコーナー5やながさき就

職支援ルーム6等との連携を図ります。 

子育て支援課 

 
 

８ 障害児への支援 

（１）障害児支援の充実 

主な取組み・事業 内容 担当課 

教育・保育施設での

受け入れ促進 

保育所等において、精神・身体に障害又は発達遅滞
のある乳幼児を受け入れ、健常児とともに保育を行い、
心身の発達を促すとともに、障害のある乳幼児等を受
け入れている保育所等に対する助成を行い、受入れ施
設の拡充を図ります。 

また、医療的ケアが必要な児童7を保育所等で受け入

れるための支援体制の構築等について検討を進めてい

きます。 

幼児課 

放課後児童クラブ

での受け入れ促進 
障害児を受け入れている放課後児童クラブに対し、
助成を行い、障害児の受け入れを促進します。 

こどもみらい課 

                                                  
5 マザーズコーナー：子育てをしながら就職を希望している方に対して、キッズコーナーの設置など子ども連れで来所しやすい環境を

整備し、予約による担当者制の職業相談、地方公共団体等との連携による保育所等の情報提供、仕事と子育ての

両立がしやすい求人情報の提供など、総合的かつ一貫した就職支援を行う。 
6 ながさき就職支援ルーム：ワンストップ型の就労支援を行うため長崎市役所内に設置したハローワーク長崎の常設窓口 
7 医療的ケアが必要な児童：医学の進歩を背景として、NICU（新生児集中治療室）等に長期入院した後、引き続き人工呼吸器や胃ろう

等を使用し、たんの吸引や経管栄養などの医療的ケアが日常的に必要な障害児のこと。 
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（３）就業の支援 

主な取組み・事業 内容 担当課 

母子・父子自立支援

プログラムの策定 

母子・父子自立支援プログラム策定員が、ひとり親

家庭の父または母に面接を行い、個々のケースに応じ

た自立支援計画を策定して、就業する上での様々な悩

みや問題の解決を図り、きめ細やかで継続的な就労支

援を実施します。 

子育て支援課 

資格取得等への支

援 

介護職員初任者研修等の教育訓練講座を受講する者

や、看護師等の資格取得のため養成機関で１年以上修

業する者に対し給付金（自立支援教育訓練給付金、高

等職業訓練促進給付金）を支給し、能力開発や資格取

得を支援します。 

子育て支援課 

ひとり親家庭等自

立促進センターの
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８ 障害児への支援 
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主な取組み・事業 内容 担当課 
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主な取組み・事業 内容 担当課 

発達支援のための

健康診査、相談の実

施 

乳幼児の健康診査を実施し、精神・運動発達の遅れ
や疾病、障害を早期に発見するとともに、保護者、医
療機関、保育所、幼稚園等から精神・運動発達面の相
談を受けた乳幼児に対する発達健康診査を行い、適切
な助言・指導を行います。 
また、精神・運動発達上の支援が必要な幼児とその
保護者を対象に、集団遊びや発達相談を内容とする教
室を開催します。 

こども健康課、

各総合事務所地

域福祉課 

在宅サービス及び

障害児通所支援の

提供 

在宅で生活する障害児について、居宅介護や短期入
所等の障害福祉サービス又は児童発達支援等の障害児
通所支援事業を実施し、在宅支援の充実に努めます。 
また、児童発達支援センターを有する「長崎市障害
福祉センター」を中心に、地域の療育体制を行う事業
を強化します。 

障害福祉課 

地域における療育

支援の充実 

保育所、幼稚園、小中学校、障害児通所支援事業所
又は医療機関の職員を対象に、障害福祉センターの専
門職員による療育技術指導や講習会を実施し、地域に
おける療育支援体制の充実を図ります。 

障害福祉課 

障害福祉センター

における発達支援

の充実 

長崎市障害福祉センター診療所において、心身に障
害がある児童又はその疑いがある児童に対し、診察・
治療・発達評価・障害評価を専門的に行い、医師又は
セラピストによる療育とリハビリテーションを適切に
実施します。 
また、保育所、幼稚園等における巡回相談を行い、
障害児の早期発見に努めるとともに、専門職員が保育
士や保護者等からの相談を受け、適切な指導方法につ
いて助言します。 
さらに、学童を対象としたグループ訓練や、家族支
援のためのペアレント・トレーニングを実施するなど、
療育の一層の充実を図ります。 

障害福祉課 

医療的ケアが必要

な児童への支援の

充実 

医療的ケア児が、身近な地域でその心身の状況に応
じた適切な保健、医療、福祉等の支援を受けられるよ
う、保健、医療、障害福祉、保育、教育等の関係機関
等が連携し、医療的ケア児支援の充実を図ります。 

障害福祉課 

就学・教育相談の充

実 

発達障害を含む障害のある児童生徒一人ひとりに応
じた教育を提供するために、就学・教育相談を実施し
ています。各幼稚園、保育所への案内、保護者や教諭、
保育士等を対象とした説明会の実施、さらに、小学校
入学前に実施される就学時健康診断においても就学相
談の案内をしていきます。 
今後も、より望ましい就学や適切な教育的支援がで
きるよう情報提供に努め、本人及び保護者に対して適
切に相談を進めていきます。 

教育研究所 

特別支援学級・通級

指導教室の充実 

障害があることにより、通常の学級における指導だ
けではその能力を十分に伸ばすことが困難な児童生徒
については、一人ひとりの障害の種類・程度等に応じ、
小中学校の特別支援学級、あるいは通級指導教室にお
いて適切な教育を行っていきます。特別支援学級・通
級指導教室の設置校の拡大や特別支援教育支援員の配
置等の充実を図ります。 

教育研究所 
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９ 子育てと仕事の両立 

（１）ワーク・ライフ・バランスの推進 

主な取組み・事業 内容 担当課 

ワーク・ライフ・バ

ランスの周知・啓発 

長崎市労政だよりやその他情報紙等による情報発信

を行うとともに、男女共同参画推進センターにおいて、

ワーク・ライフ・バランスに関する講座を開催し、周

知啓発を図ります。 

産業雇用政策課、

人権男女共同参画

室 

企業の表彰 

男女が共に働きやすい職場環境づくりに取り組んで

いる企業を表彰し、その取組みを紹介することで、職

場と家庭生活の両立支援を推進します。 

人権男女共同参

画室 

企業への融資 

ワーク・ライフ・バランスを推進する中小企業者を

対象とした低利な融資制度により、中小企業者の取組

みを支援します。 

産業雇用政策課 

くるみん認定制度

の周知 

次世代育成支援対策推進法に基づく一般事業主行動

計画を策定し、その目標を達成した企業のうち、基準

を満たす企業を「子育てサポート企業」として認定す

る「くるみん認定制度」の周知を図ります。 

子育て支援課 

父親への子育て支

援（※再掲） 

家族が協力し合って子育てができる環境をつくるた

め、父親への支援として、妊娠中の両親学級、父親も

対象とする育児学級や父親と就学前児童が参加する

「お遊び教室パパデー」を開催します。 

子育て支援課、

こども健康課、

各総合事務所地

域福祉課 
 
（２）子育てと仕事の両立のための基盤整備 

主な取組み・事業 内容 担当課 

保育施設等の整備 
保護者が安心して子育てと仕事を両立できるよう保

育所、病児・病後児保育、放課後児童クラブ等を整備

します。 

幼児課、 

こどもみらい課 

 
 

Ⅸ 計画の点検・評価 

１ 計画の点検・評価 

本計画の進捗状況について、毎年、庁内で点検するとともに、長崎市社会福祉審議会

児童福祉専門分科会（長崎市版子ども・子育て会議）に報告し、点検・評価を行います。

また、計画の取組み・事業の円滑な実施へのご意見をいただきます。 

本計画の内容、進捗状況や評価結果について長崎市子育て応援情報サイト「イーカオ」

等で公表し、市民への周知を図ります。 

２ 計画の見直し 

本計画における「量の見込みと確保策」と実際の利用実績等に大幅な差異が生じた場

合など、必要に応じ、計画の見直しについて検討します。 
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Ⅹ 区域別の量の見込みと確保策 
（教育・保育施設、放課後児童健全育成事業（放課後児童クラブ）） 

１ 教育・保育施設 
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対象とする育児学級や父親と就学前児童が参加する

「お遊び教室パパデー」を開催します。 

子育て支援課、

こども健康課、

各総合事務所地

域福祉課 
 
（２）子育てと仕事の両立のための基盤整備 

主な取組み・事業 内容 担当課 

保育施設等の整備 
保護者が安心して子育てと仕事を両立できるよう保

育所、病児・病後児保育、放課後児童クラブ等を整備

します。 

幼児課、 

こどもみらい課 

 
 

Ⅸ 計画の点検・評価 

１ 計画の点検・評価 

本計画の進捗状況について、毎年、庁内で点検するとともに、長崎市社会福祉審議会

児童福祉専門分科会（長崎市版子ども・子育て会議）に報告し、点検・評価を行います。

また、計画の取組み・事業の円滑な実施へのご意見をいただきます。 

本計画の内容、進捗状況や評価結果について長崎市子育て応援情報サイト「イーカオ」

等で公表し、市民への周知を図ります。 

２ 計画の見直し 

本計画における「量の見込みと確保策」と実際の利用実績等に大幅な差異が生じた場

合など、必要に応じ、計画の見直しについて検討します。 
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２ 放課後児童健全育成事業（放課後児童クラブ） 

 

R2 R3 R4 R5 R6

1 上長崎 ①量の見込み 107 120 125 129 134
②確保策 171 171 171 171 171

②-① 64 51 46 42 37
2 桜町 ①量の見込み 130 155 163 167 179

②確保策 197 197 197 197 197
②-① 67 42 34 30 18

3 西坂 ①量の見込み 57 62 63 65 71
②確保策 82 82 82 82 82

②-① 25 20 19 17 11
4 伊良林 ①量の見込み 165 164 168 216 220

②確保策 224 224 224 224 224
②-① 59 60 56 8 4

5 諏訪 ①量の見込み 146 163 165 170 177
②確保策 186 186 186 186 186

②-① 40 23 21 16 9
6 小島 ①量の見込み 55 60 63 70 75

②確保策 96 96 96 96 96
②-① 41 36 33 26 21

7 愛宕 ①量の見込み 71 79 86 88 92
②確保策 67 67 92 92 92

②-① ▲ 4 ▲ 12 6 4 0
8 大浦 ①量の見込み 116 115 124 119 117

②確保策 122 122 122 122 122
②-① 6 7 ▲ 2 3 5

9 仁田佐古 ①量の見込み 51 58 62 74 79
②確保策 96 96 96 96 96

②-① 45 38 34 22 17
10 矢上 ①量の見込み 145 157 167 177 191

②確保策 190 190 190 190 191
②-① 45 33 23 13 0

11 古賀 ①量の見込み 114 123 130 133 134
②確保策 117 117 117 134 134

②-① 3 ▲ 6 ▲ 13 1 0
12 戸石 ①量の見込み 162 172 171 174 180

②確保策 206 206 206 206 206
②-① 44 34 35 32 26

13 橘 ①量の見込み 235 253 259 275 273
②確保策 247 247 273 273 273

②-① 12 ▲ 6 14 ▲ 2 0
14 日見 ①量の見込み 135 133 134 125 127

②確保策 127 127 127 127 127
②-① ▲ 8 ▲ 6 ▲ 7 2 0

15 高城台 ①量の見込み 195 192 193 188 198
②確保策 213 213 213 213 213

②-① 18 21 20 25 15
16 稲佐 ①量の見込み 104 106 116 125 136

②確保策 134 134 134 134 136
②-① 30 28 18 9 0

17 城山 ①量の見込み 153 153 167 171 185
②確保策 182 182 182 182 185

②-① 29 29 15 11 0

№ 小学校区
量の見込み　及び　確保策　(単位：人)
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２ 放課後児童健全育成事業（放課後児童クラブ） 

 

R2 R3 R4 R5 R6

1 上長崎 ①量の見込み 107 120 125 129 134
②確保策 171 171 171 171 171

②-① 64 51 46 42 37
2 桜町 ①量の見込み 130 155 163 167 179

②確保策 197 197 197 197 197
②-① 67 42 34 30 18

3 西坂 ①量の見込み 57 62 63 65 71
②確保策 82 82 82 82 82

②-① 25 20 19 17 11
4 伊良林 ①量の見込み 165 164 168 216 220

②確保策 224 224 224 224 224
②-① 59 60 56 8 4

5 諏訪 ①量の見込み 146 163 165 170 177
②確保策 186 186 186 186 186

②-① 40 23 21 16 9
6 小島 ①量の見込み 55 60 63 70 75

②確保策 96 96 96 96 96
②-① 41 36 33 26 21

7 愛宕 ①量の見込み 71 79 86 88 92
②確保策 67 67 92 92 92

②-① ▲ 4 ▲ 12 6 4 0
8 大浦 ①量の見込み 116 115 124 119 117

②確保策 122 122 122 122 122
②-① 6 7 ▲ 2 3 5

9 仁田佐古 ①量の見込み 51 58 62 74 79
②確保策 96 96 96 96 96

②-① 45 38 34 22 17
10 矢上 ①量の見込み 145 157 167 177 191

②確保策 190 190 190 190 191
②-① 45 33 23 13 0

11 古賀 ①量の見込み 114 123 130 133 134
②確保策 117 117 117 134 134

②-① 3 ▲ 6 ▲ 13 1 0
12 戸石 ①量の見込み 162 172 171 174 180

②確保策 206 206 206 206 206
②-① 44 34 35 32 26

13 橘 ①量の見込み 235 253 259 275 273
②確保策 247 247 273 273 273

②-① 12 ▲ 6 14 ▲ 2 0
14 日見 ①量の見込み 135 133 134 125 127

②確保策 127 127 127 127 127
②-① ▲ 8 ▲ 6 ▲ 7 2 0

15 高城台 ①量の見込み 195 192 193 188 198
②確保策 213 213 213 213 213

②-① 18 21 20 25 15
16 稲佐 ①量の見込み 104 106 116 125 136

②確保策 134 134 134 134 136
②-① 30 28 18 9 0

17 城山 ①量の見込み 153 153 167 171 185
②確保策 182 182 182 182 185

②-① 29 29 15 11 0

№ 小学校区
量の見込み　及び　確保策　(単位：人)
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R2 R3 R4 R5 R6

18 飽浦 ①量の見込み 19 19 18 18 18
②確保策 65 65 65 65 65

②-① 46 46 47 47 47
19 朝日 ①量の見込み 15 17 17 21 23

②確保策 54 54 54 54 54
②-① 39 37 37 33 31

20 小榊 ①量の見込み 199 217 237 260 263
②確保策 177 217 217 263 263

②-① ▲ 22 0 ▲ 20 3 0
21 福田 ①量の見込み 88 97 99 103 109

②確保策 173 173 173 173 173
②-① 85 76 74 70 64

22 手熊 ①量の見込み 26 28 28 24 22
②確保策 38 38 38 38 38

②-① 12 10 10 14 16
23 小江原 ①量の見込み 36 37 40 42 42

②確保策 107 107 107 107 107
②-① 71 70 67 65 65

24 桜が丘 ①量の見込み 78 86 82 85 78
②確保策 104 104 104 104 104

②-① 26 18 22 19 26
25 式見 ①量の見込み 9 9 9 10 10

②確保策 20 20 20 20 20
②-① 11 11 11 10 10

26 外海黒崎 ①量の見込み 35 36 35 37 34
②確保策 43 43 43 43 43

②-① 8 7 8 6 9
27 神浦 ①量の見込み 16 15 13 15 13

②確保策 32 32 32 32 32
②-① 16 17 19 17 19

28 池島 ①量の見込み 0 0 0 0 0
②確保策 0 0 0 0 0

②-① 0 0 0 0 0
29 村松 ①量の見込み 113 124 129 127 138

②確保策 107 107 107 107 138
②-① ▲ 6 ▲ 17 ▲ 22 ▲ 20 0

30 長浦 ①量の見込み 48 46 46 41 33
②確保策 44 44 44 44 44

②-① ▲ 4 ▲ 2 ▲ 2 3 11
31 形上 ①量の見込み 46 48 47 51 49

②確保策 66 66 66 66 66
②-① 20 18 19 15 17

32 茂木 ①量の見込み 65 71 67 70 70
②確保策 104 104 104 104 104

②-① 39 33 37 34 34
33 日吉 ①量の見込み 5 5 6 7 6

②確保策 0 0 0 0 0
②-① ▲ 5 ▲ 5 ▲ 6 ▲ 7 ▲ 6

34 南 ①量の見込み 3 3 2 2 1
②確保策 0 0 0 0 0

②-① ▲ 3 ▲ 3 ▲ 2 ▲ 2 ▲ 1

№ 小学校区
量の見込み　及び　確保策　(単位：人)

 

- 44 - 
 

 
 

R2 R3 R4 R5 R6

18 飽浦 ①量の見込み 19 19 18 18 18
②確保策 65 65 65 65 65

②-① 46 46 47 47 47
19 朝日 ①量の見込み 15 17 17 21 23

②確保策 54 54 54 54 54
②-① 39 37 37 33 31

20 小榊 ①量の見込み 199 217 237 260 263
②確保策 177 217 217 263 263

②-① ▲ 22 0 ▲ 20 3 0
21 福田 ①量の見込み 88 97 99 103 109

②確保策 173 173 173 173 173
②-① 85 76 74 70 64

22 手熊 ①量の見込み 26 28 28 24 22
②確保策 38 38 38 38 38

②-① 12 10 10 14 16
23 小江原 ①量の見込み 36 37 40 42 42

②確保策 107 107 107 107 107
②-① 71 70 67 65 65

24 桜が丘 ①量の見込み 78 86 82 85 78
②確保策 104 104 104 104 104

②-① 26 18 22 19 26
25 式見 ①量の見込み 9 9 9 10 10

②確保策 20 20 20 20 20
②-① 11 11 11 10 10

26 外海黒崎 ①量の見込み 35 36 35 37 34
②確保策 43 43 43 43 43

②-① 8 7 8 6 9
27 神浦 ①量の見込み 16 15 13 15 13

②確保策 32 32 32 32 32
②-① 16 17 19 17 19

28 池島 ①量の見込み 0 0 0 0 0
②確保策 0 0 0 0 0

②-① 0 0 0 0 0
29 村松 ①量の見込み 113 124 129 127 138

②確保策 107 107 107 107 138
②-① ▲ 6 ▲ 17 ▲ 22 ▲ 20 0

30 長浦 ①量の見込み 48 46 46 41 33
②確保策 44 44 44 44 44

②-① ▲ 4 ▲ 2 ▲ 2 3 11
31 形上 ①量の見込み 46 48 47 51 49

②確保策 66 66 66 66 66
②-① 20 18 19 15 17

32 茂木 ①量の見込み 65 71 67 70 70
②確保策 104 104 104 104 104

②-① 39 33 37 34 34
33 日吉 ①量の見込み 5 5 6 7 6

②確保策 0 0 0 0 0
②-① ▲ 5 ▲ 5 ▲ 6 ▲ 7 ▲ 6

34 南 ①量の見込み 3 3 2 2 1
②確保策 0 0 0 0 0

②-① ▲ 3 ▲ 3 ▲ 2 ▲ 2 ▲ 1

№ 小学校区
量の見込み　及び　確保策　(単位：人)
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R2 R3 R4 R5 R6

35 戸町 ①量の見込み 301 325 342 346 354
②確保策 385 385 385 385 385

②-① 84 60 43 39 31
36 小ヶ倉 ①量の見込み 42 45 52 59 59

②確保策 54 54 54 54 59
②-① 12 9 2 ▲ 5 0

37 南長崎 ①量の見込み 117 118 118 116 115
②確保策 136 136 136 136 136

②-① 19 18 18 20 21
38 土井首 ①量の見込み 89 95 98 101 101

②確保策 102 102 102 102 102
②-① 13 7 4 1 1

39 南陽 ①量の見込み 91 92 110 120 129
②確保策 197 197 197 197 197

②-① 106 105 87 77 68
40 深堀 ①量の見込み 75 78 84 91 97

②確保策 71 71 71 97 97
②-① ▲ 4 ▲ 7 ▲ 13 6 0

41 香焼 ①量の見込み 43 39 40 42 45
②確保策 58 58 58 58 58

②-① 15 19 18 16 13
42 蚊焼 ①量の見込み 23 27 28 28 28

②確保策 43 43 43 43 43
②-① 20 16 15 15 15

43 為石 ①量の見込み 38 39 41 46 42
②確保策 53 53 53 53 53

②-① 15 14 12 7 11
44 晴海台 ①量の見込み 58 62 64 65 57

②確保策 52 52 52 52 57
②-① ▲ 6 ▲ 10 ▲ 12 ▲ 13 0

45 川原 ①量の見込み 25 26 25 25 23
②確保策 0 0 0 0 0

②-① ▲ 25 ▲ 26 ▲ 25 ▲ 25 ▲ 23
46 野母崎 ①量の見込み 53 57 55 60 59

②確保策 50 50 59 59 59
②-① ▲ 3 ▲ 7 4 ▲ 1 0

47 伊王島 ①量の見込み 3 4 3 3 4
②確保策 0 0 0 0 0

②-① ▲ 3 ▲ 4 ▲ 3 ▲ 3 ▲ 4
48 高島 ①量の見込み 3 5 5 4 4

②確保策 0 0 0 0 0
②-① ▲ 3 ▲ 5 ▲ 5 ▲ 4 ▲ 4

49 西浦上 ①量の見込み 321 324 319 320 328
②確保策 345 345 345 345 345

②-① 24 21 26 25 17
50 女の都 ①量の見込み 39 39 43 44 46

②確保策 45 45 45 45 46
②-① 6 6 2 1 0

51 三原 ①量の見込み 61 64 67 70 73
②確保策 80 80 80 80 80

②-① 19 16 13 10 7

№ 小学校区
量の見込み　及び　確保策　(単位：人)
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R2 R3 R4 R5 R6

35 戸町 ①量の見込み 301 325 342 346 354
②確保策 385 385 385 385 385

②-① 84 60 43 39 31
36 小ヶ倉 ①量の見込み 42 45 52 59 59

②確保策 54 54 54 54 59
②-① 12 9 2 ▲ 5 0

37 南長崎 ①量の見込み 117 118 118 116 115
②確保策 136 136 136 136 136

②-① 19 18 18 20 21
38 土井首 ①量の見込み 89 95 98 101 101

②確保策 102 102 102 102 102
②-① 13 7 4 1 1

39 南陽 ①量の見込み 91 92 110 120 129
②確保策 197 197 197 197 197

②-① 106 105 87 77 68
40 深堀 ①量の見込み 75 78 84 91 97

②確保策 71 71 71 97 97
②-① ▲ 4 ▲ 7 ▲ 13 6 0

41 香焼 ①量の見込み 43 39 40 42 45
②確保策 58 58 58 58 58

②-① 15 19 18 16 13
42 蚊焼 ①量の見込み 23 27 28 28 28

②確保策 43 43 43 43 43
②-① 20 16 15 15 15

43 為石 ①量の見込み 38 39 41 46 42
②確保策 53 53 53 53 53

②-① 15 14 12 7 11
44 晴海台 ①量の見込み 58 62 64 65 57

②確保策 52 52 52 52 57
②-① ▲ 6 ▲ 10 ▲ 12 ▲ 13 0

45 川原 ①量の見込み 25 26 25 25 23
②確保策 0 0 0 0 0

②-① ▲ 25 ▲ 26 ▲ 25 ▲ 25 ▲ 23
46 野母崎 ①量の見込み 53 57 55 60 59

②確保策 50 50 59 59 59
②-① ▲ 3 ▲ 7 4 ▲ 1 0

47 伊王島 ①量の見込み 3 4 3 3 4
②確保策 0 0 0 0 0

②-① ▲ 3 ▲ 4 ▲ 3 ▲ 3 ▲ 4
48 高島 ①量の見込み 3 5 5 4 4

②確保策 0 0 0 0 0
②-① ▲ 3 ▲ 5 ▲ 5 ▲ 4 ▲ 4

49 西浦上 ①量の見込み 321 324 319 320 328
②確保策 345 345 345 345 345

②-① 24 21 26 25 17
50 女の都 ①量の見込み 39 39 43 44 46

②確保策 45 45 45 45 46
②-① 6 6 2 1 0

51 三原 ①量の見込み 61 64 67 70 73
②確保策 80 80 80 80 80

②-① 19 16 13 10 7

№ 小学校区
量の見込み　及び　確保策　(単位：人)
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R2 R3 R4 R5 R6

52 西山台 ①量の見込み 60 65 73 73 74
②確保策 75 75 75 75 75

②-① 15 10 2 2 1
53 高尾 ①量の見込み 241 241 242 242 248

②確保策 214 214 248 248 248
②-① ▲ 27 ▲ 27 6 6 0

54 山里 ①量の見込み 232 244 249 248 256
②確保策 243 243 243 243 256

②-① 11 ▲ 1 ▲ 6 ▲ 5 0
55 坂本 ①量の見込み 38 45 50 57 66

②確保策 87 87 87 87 87
②-① 49 42 37 30 21

56 銭座 ①量の見込み 55 55 56 57 60
②確保策 56 56 56 56 60

②-① 1 1 0 ▲ 1 0
57 西城山 ①量の見込み 186 187 202 209 225

②確保策 178 178 225 225 225
②-① ▲ 8 ▲ 9 23 16 0

58 西町 ①量の見込み 114 122 129 135 147
②確保策 175 175 175 175 175

②-① 61 53 46 40 28
59 西北 ①量の見込み 223 239 261 275 277

②確保策 242 242 242 277 277
②-① 19 3 ▲ 19 2 0

60 虹が丘 ①量の見込み 31 37 45 46 50
②確保策 44 44 44 44 50

②-① 13 7 ▲ 1 ▲ 2 0
61 滑石 ①量の見込み 91 95 96 104 115

②確保策 72 72 115 115 115
②-① ▲ 19 ▲ 23 19 11 0

62 大園 ①量の見込み 137 147 148 159 151
②確保策 210 210 210 210 210

②-① 73 63 62 51 59
63 北陽 ①量の見込み 120 130 136 147 137

②確保策 197 197 197 197 197
②-① 77 67 61 50 60

64 横尾 ①量の見込み 80 84 90 100 103
②確保策 102 102 102 102 103

②-① 22 18 12 2 0
65 三重 ①量の見込み 84 92 104 107 115

②確保策 80 80 80 115 115
②-① ▲ 4 ▲ 12 ▲ 24 8 0

66 畝刈 ①量の見込み 196 218 226 230 230
②確保策 298 298 298 298 298

②-① 102 80 72 68 68
67 鳴見台 ①量の見込み 64 75 92 104 115

②確保策 62 115 115 115 115
②-① ▲ 2 40 23 11 0

№ 小学校区
量の見込み　及び　確保策　(単位：人)
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R2 R3 R4 R5 R6

52 西山台 ①量の見込み 60 65 73 73 74
②確保策 75 75 75 75 75

②-① 15 10 2 2 1
53 高尾 ①量の見込み 241 241 242 242 248

②確保策 214 214 248 248 248
②-① ▲ 27 ▲ 27 6 6 0

54 山里 ①量の見込み 232 244 249 248 256
②確保策 243 243 243 243 256

②-① 11 ▲ 1 ▲ 6 ▲ 5 0
55 坂本 ①量の見込み 38 45 50 57 66

②確保策 87 87 87 87 87
②-① 49 42 37 30 21

56 銭座 ①量の見込み 55 55 56 57 60
②確保策 56 56 56 56 60

②-① 1 1 0 ▲ 1 0
57 西城山 ①量の見込み 186 187 202 209 225

②確保策 178 178 225 225 225
②-① ▲ 8 ▲ 9 23 16 0

58 西町 ①量の見込み 114 122 129 135 147
②確保策 175 175 175 175 175

②-① 61 53 46 40 28
59 西北 ①量の見込み 223 239 261 275 277

②確保策 242 242 242 277 277
②-① 19 3 ▲ 19 2 0

60 虹が丘 ①量の見込み 31 37 45 46 50
②確保策 44 44 44 44 50

②-① 13 7 ▲ 1 ▲ 2 0
61 滑石 ①量の見込み 91 95 96 104 115

②確保策 72 72 115 115 115
②-① ▲ 19 ▲ 23 19 11 0

62 大園 ①量の見込み 137 147 148 159 151
②確保策 210 210 210 210 210

②-① 73 63 62 51 59
63 北陽 ①量の見込み 120 130 136 147 137

②確保策 197 197 197 197 197
②-① 77 67 61 50 60

64 横尾 ①量の見込み 80 84 90 100 103
②確保策 102 102 102 102 103

②-① 22 18 12 2 0
65 三重 ①量の見込み 84 92 104 107 115

②確保策 80 80 80 115 115
②-① ▲ 4 ▲ 12 ▲ 24 8 0

66 畝刈 ①量の見込み 196 218 226 230 230
②確保策 298 298 298 298 298

②-① 102 80 72 68 68
67 鳴見台 ①量の見込み 64 75 92 104 115

②確保策 62 115 115 115 115
②-① ▲ 2 40 23 11 0

№ 小学校区
量の見込み　及び　確保策　(単位：人)






